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令和７年度版 男女共同参画の推進に関する年次報告書について 

 

 

この年次報告書は、北本市男女共同参画推進条例（平成 18 年 7 月 1 日施行）に基づき、本市

の男女共同参画の推進に関する施策の実施状況を明らかにするために作成したもので、第 1 部・

第 2部構成からなる報告書です。 

第 1部は、各種統計・調査等資料を基に男女共同参画の推進状況についてまとめています。 

第 2 部では、市の男女共同参画の推進に関する施策の実施状況を明らかにするため、令和６年

度における第六次北本市男女行動計画の取り組み状況を記載しています。 
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１ 社会環境の状況 

（１）人口の推移 

国勢調査によると、令和２年 10月 1日現在の北本市の人口は 65，201人、世

帯数は 27，403世帯で、一世帯あたりの人員は 2.3人となっています。 

平成 7年までは、人口増加率 10％前後と人口が増加傾向にありましたが、その

後、横ばいとなり、平成 17年以降は微減が続いています。一方、世帯数は増加して

います。 

 

本市の人口・世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年 10 月 1日現在                

： 

69,929 69,524 70,126 68,888 67,409 65,201 

22,058 23,471 24,833 25,856 26,845 27,403 
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人口 世帯数 人口増加率 資料：国勢調査

（人・世帯） （％）
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（２）世帯の推移 

本市と全国、埼玉県の一般世帯構成比を比較してみると、本市は核家族世帯が

65.1%と高い割合を占めていることが特徴としてあげられます。 

一方で「単独世帯」は 28.5%と全国や埼玉県と比較して低い比率となっています。 

 

一般世帯構成比の比較（令和２年） 

 

本市における一般世帯数の推移をみると、「核家族世帯」及び「核家族以外の世

帯」の比率が低下し、「単独世帯」の比率が高くなりつつあることがうかがえます。 

また、平成22年度以降、「母子世帯」の比率は微減しています。一方で、「父子世

帯」は平成22年度から平成27年度にかけて比率、世帯数ともに微減したものの、

その後横ばいとなっています。 

 

本市の一般世帯数の推移 

 合計 
核家族 

世帯 

核家族

以外の

世帯 

非親族

を含む

世帯 

単独 

世帯 
その他 

(再掲） 

母子 

世帯 

(再掲） 

父子 

世帯 

令和 

2年度 

世帯数 27,378 17,824 1,519 236 7,797 2 298 49 

構成比 

(％） 
100.0 65.1 5.5 0.9 28.5 0.0 1.1 0.2 

平成 

27年度 

世帯数 26,822 18,088 1,838 186 6,710 0 365 49 

構成比 

（％） 
100.0 67.4 6.9 0.7 25.0 0.0 1.4 0.2 

平成 

22年度 

世帯数 25,847 18,035 2,128 220 5,464 0 421 66 

構成比 

（％） 
100.0 69.8 8.2 0.9 21.1 0.0 1.6 0.3 

 

 

 

資料：国勢調査 ※一般世帯…世帯総数から「施設」や「学校」等の世帯数を除いています。 

※非親族を含む世帯…二人以上の世帯員から成る世帯のうち、世帯主と親族関係にない人がいる世帯 
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（３）高齢化の推移 

全国的に高齢化が進むなか、本市も同様に、高齢化率は年々上昇し続けていま

す。平成 27年には全国平均を上回ると、令和 2年には本市の高齢化率は３２．６％

となり、全国・県と比較して高齢化が進んでいます。 

高齢化率の推移 

 
※高齢化率・・・65歳以上の人口が全人口に占める割合 

 

（４）少子化の進行 

合計特殊出生率は、15 歳～49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、

１人の女性が生涯に生むと推定される子どもの数を表します。本市においては令和

元年より増加に転じ、全国・県との差が縮小しましたが、令和３年より減少傾向にあ

ります。 

合計特殊出生率の推移 

 

14.6
17.4

20.2
23.0

26.6

28.7

10.1
12.8

16.4
20.4

24.8
27.1

8.7

11.8

16.3

2…

28.3

32.6

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和2年

(％）

全国 埼玉県 北本市
資料：国勢調査 
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（５）女性の年齢別労働力率 

日本の女性の労働力率をみると、子育てや家事等が多忙になる 30 歳代では、女

性の労働力率が落ち込む傾向がみられます。年代別の労働力率を表すグラフの形

状から「Ｍ字型曲線」といわれています。 

埼玉県の特徴は、Ｍ字型曲線の谷が深く、その後の年代においても労働力率は

全国よりも低いという傾向がみられます。本市の状況をみると、令和 2 年の 35～

39 歳の労働力率は 75.5％、４０～４４歳の労働力率は 78.9%となっており、埼玉

県と比べ若干高い水準となっています。また、ほとんどの年齢階級で平成 27 年より

令和 2年で労働力率が上がっています。 

 

女性の年齢別労働力率（令和２年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女性の年齢別労働力率（経年比較） 
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（６）審議会等の委員における女性の登用率 

政策の立案や意思決定の過程において女性が参画することは、女性の視点を政策

に反映するという意味で重要な取り組みです。 

本市では、「北本市男女共同参画推進条例」の第 14条第 3項において審議会等委

員の委嘱にあたって積極的格差是正措置を講ずることを規定しています。 

本市の審議会等の委員における女性の比率は、平成 27 年以降はほぼ横ばいでし

たが、令和 2年には 25.6%と減少し、その後は微増しています。 

委員の選出方法が、関係団体からの推薦、選挙などによって選出する形態の審議

会・委員会等が多く、男女の比率を調整することが難しい状況ではありますが、第六次

計画でも、女性の比率の数値目標 40.0％を引継ぎ、達成に向けて取り組んでいきま

す。 

 

審議会等の委員における女性登用率推移 
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２ 男女共同参画に関する意識 

（１）男女平等観 

様々な分野における男女平等観については、【教育】の分野は「平等になっている」

という回答が 49.9％と、半数に近い値となっています。 

しかしながら、【政治】、【社会通念や慣習・風潮】、【社会全体でみた場合】では「男

性の方が優遇されている」が過半数以上を占め、【職場】や【法律や制度】では 50％

に近い高い割合となっています。 

 

男女平等観 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：北本市男女共同参画に関する意識・実態調査報告書（令和３年度） 
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0.9 
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5.8 

3.3 
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3.1 

2.0 
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27.1 
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37.4 
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10.7 

8.9 

61.6 

58.8 

17.9 

19.5 

34.3 

28.3 

58.4 

59.6 

54.0 

50.4 

32.4 

28.8 
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25.0 

32.7 

27.7 

23.8 

21.6 

49.3 

41.0 

39.1 

39.8 

26.7 

25.8 

32.1 

33.1 

2.6 

3.3 

6.8 

5.4 

5.7 

4.2 

3.8 

3.8 

3.9 

3.9 

4.1 

5.1 

3.3 

4.3 

3.1 

3.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和3年度

平成28年度

令和3年度

平成28年度

令和3年度

平成28年度

令和3年度

平成28年度

令和3年度

平成28年度

令和3年度

平成28年度

令和3年度

平成28年度

令和3年度

平成28年度

平等になっている 女性の方が優遇されている
男性の方が優遇されている どちらともいえない
無回答

①家庭

令和3年度（n=  953）

平成28年度（n=1,024）

②職場

③教育

④政治

⑤地域活動

⑥法律や制度

⑦社会通念や

慣習・風潮

⑧社会全体で

みた場合
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 （２）「男は仕事、女は家庭」という考え方 

「男は仕事、女は家庭」という考え方については、「そう思わない」（5６．６％）が最

も高く、約半数を占めています。一方、「そう思う」は９．２％となっています。 

前回調査（平成 ２８ 年度、５０．３％）と比較すると、「そう思わない」は６．３ポイン

ト増加しています。一方、「そう思う」は前回調査（平成 28 年度、11.8％）から 2.6

ポイント減少しています。性別による固定的な役割分担意識は徐々に解消されてい

く傾向が伺えます。 

 

「男は仕事、女は家庭」という考え方の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：北本市男女共同参画に関する意識・実態調査報告書(令和３年度) 
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11.8 

14.1 

56.6 

50.3 

49.3 

30.2 

33.6 

32.4 

2.8 

2.1 

2.6 

1.2 

2.2 

1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和3年度（n= 953）

平成28年度（n=1,024）

平成23年度（n=935）

同感する（そう思う） 同感しない（そう思わない）

どちらともいえない わからない

無回答
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（３）社会の男女平等で重要なこと 

社会の男女平等で重要なことは、「男女を取り巻く様々な偏見、固定的な社会通

念、慣習・しきたりを改めること」で約 4割と最も高くなっています。 

性別にみると、「男女を取り巻く様々な偏見、固定的な社会通念、慣習・しきたりを

改めること」、「法律や制度の上での見直しを行い、性差別につながるものを改める

こと」などの啓発に関することは男性の方が高いのに対し、「女性の就業、社会参加

を支援する施設やサービスの充実を図ること」は女性の方が 5.5 ポイント高くなって

います。 

 

社会の男女平等で重要なこと 

男女を取り巻く様々な偏見、固定的な社会通念、
慣習・しきたりを改めること

法律や制度の上での見直しを行い、
性差別につながるものを改めること

女性自身が経済力をつけたり、知識や技術を習得
するなど、積極的に力の向上を 図ること

女性の就業、社会参加を支援する施設やサービ
スの充実を図ること

政府や企業などの重要な役職に一定の割合で
女性を登用する制度を採用・充実すること

その他

わからない

無回答

36.7

15.4

12.7

12.9

7.7

1.2

9.4

4.2

42.9

19.2

11.3

7.4

7.0

2.2

8.6

1.4

0% 20% 40% 60%

女性(n=521)

男性(n=417)

資料：北本市男女共同参画に関する意識・実態調査報告書（令和３年度） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２部 北本市の男女共同参画施策の実施状況 
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１ 第六次北本市男女行動計画の推進 

（１）計画の期間 

この計画の期間は、令和５年（２０２３）年度から令和９（202７）年度までの 5 年間

とします。 

 

（２）計画の概要 

基本理念 

この計画は、「北本市男女共同参画推進条例」第３条の基本理念に基づき、男女

共同参画の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進します。 

１ 男女の人権の尊重 

２ 社会における制度又は慣行による弊害への配慮 

３ 政策等の立案及び決定への共同参画 

４ 家庭生活における活動と社会生活における活動への参画 

５ 国際協調 

６ 個人の尊厳を害する暴力の根絶 

７ 生涯にわたる性と生殖に関する健康と権利の尊重 
 

基本目標 

この計画は、次の基本目標に基づいて施策を展開します。 

 

１ 男女共同参画社会の実現と多様性の尊重に向けた意識づくり 

家庭生活の場や職場、学校教育の場のほか、政治、法律、社会慣行・しきたり等

のあらゆる分野において、市民一人ひとりがお互いの人権を尊重し、性別にとら

われず多様な生き方を認め合い、それぞれの個性や能力を十分に発揮できる社

会を目指し、意識啓発や広報活動、男女共同参画の視点を大切にした教育の推

進等、男女共同参画社会の実現と多様性の尊重に向けた意識づくりを推進します。 

 

２ 男女がともに活躍できる環境づくり 

経済分野や意思決定の場における女性の活躍推進に向けて、多様な働き方へ

の支援やあらゆる意思決定の場における女性の登用を促進します。 

また、働きやすい職場環境の整備に向けた企業への働きかけを行うなど、全て

の人が働きやすく、家庭生活等と仕事を両立できる基盤整備を行うとともに、男女

がともに活躍できる環境づくりを推進します。 
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３ あらゆる暴力の根絶 

配偶者等からのあらゆる暴力の根絶に向けて、暴力に対する正しい認識の周

知及び普及に努めます。あわせて、同様に個人の尊厳を不当に侵害する行為であ

る各種ハラスメント等、社会全体であらゆる暴力を許さない意識の啓発を強化し

ます。 

また、実際に被害を受けた人が安心して相談でき、必要な支援を受けられるよ

う、相談体制の充実や被害者の保護及び安全確保、自立に向けた支援体制の強

化等、あらゆる暴力の根絶に向けた取り組みを推進します。 

 

４ 安心・安全に暮らせる環境づくり 

男女双方の視点に立った対策やニーズが取り入れられるよう、防災分野の政策

決定過程への女性の参画促進や男女共同参画の視点を取り入れた防災及び防

犯体制を強化します。 

また、性差に応じた健康づくり、リプロダクティブ・ヘルス/ライツ（性と生殖に関

する健康と権利）の考え方の普及を行うとともに、高齢者や障がいのある人、ひと

り親家庭等、支援を必要とする人への体制づくりに併せて、それぞれの能力を発

揮できるような環境の整備など、すべての人が安心・安全に暮らせる環境づくりを

推進します。 

 

５ 男女共同参画の推進体制の強化 

本計画の推進に向けて、それぞれの人や組織が男女共同参画社会の実現に向

けた共通の認識を持ち、様々な立場から取組を展開することができるよう、市、市

民、事業者及び民間団体等との連携を強化します。 

また、庁内推進体制の強化に向けて、すべての職員が男女共同参画の重要性

を認識することができるよう、研修の実施に加え、特定事業主行動計画に基づき、

女性の管理職登用や男性の育児休業取得を促進するなど、庁内における男女共

同参画の推進に一体的に取り組みます。 



　（3）施策体系

基本目標 基本的な課題

２　相談体制の充実

　

２　男女がともに活躍できる
　　環境づくり
　　【北本市女性活躍推進計画】

５　男女共同参画の推進体制の
　　強化

１　計画の総合的な推進体制の充実

１　男女共同参画に関する教育・啓発や意識
 　の醸成

１　政策・意思決定の場における女性の
　 活躍促進

４　安心・安全に暮らせる環境
 　 づくり

１　防災・防犯分野における男女共同参画の推進

２　多様性の尊重の推進

１　男女共同参画社会の実現と
　 多様性の尊重に向けた意識
　 づくり

１　暴力の根絶のための意識啓発

３　あらゆる暴力の根絶
　【北本市配偶者等からの
 　暴力の防止及び被害者支援
　 基本計画】

３　暴力被害者の保護・支援

２　健康で安心して暮らせる環境整備

２　ワーク・ライフ・バランスの実現

３　女性のチャレンジ支援

11



 



施策の方向性

　①　男女共同参画に関する教育・啓発の推進

　②　男女共同参画の視点に立った教育・保育の推進

　①　男女がともに働きやすい職場環境の整備

　②　子育て支援・介護サービスの充実

　③　男性の子育て・介護参加への促進

　①　女性の就業・起業への支援

　②　経済分野における女性の活躍推進に向けた支援

　①　意識啓発・広報の強化

　②　地域における暴力防止対策の推進

　①　相談体制の充実

　①　被害者の安全確保・緊急避難体制の確保

　②　被害者の自立支援

　①　男女共同参画の視点に立った防災・防犯体制の充実

　②　防災分野の政策決定過程への女性の参画促進

　①　誰もが安心して暮らし続けるための支援

　②　互いの性と生命を尊重する意識づくり

　①　庁内における男女共同参画の推進

　②　庁内推進体制の充実

　③　計画の進行管理

　④　国・県・市民・団体・事業者等との協働

　①　性の多様性に対する理解の促進

　①　市政や地域活動における女性の参画促進
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２ 第六次北本市男女行動計画の事業の推進状況 

第六次北本市男女行動計画に位置づけられた事業の令和６年度の実施状況は以

下のとおりです。 

 

（１）総括 

第六次北本市男女行動計画では、各課が男女共同参画の推進に関する事業に

係る実施計画を定め、以下の基準に基づき、事業の進捗状況を評価しています。 

 

＜評価基準＞  Ａ…計画どおり達成できた（９０％以上） 

Ｂ…概ね計画どおり実施できた（70～90％未満） 

Ｃ…一定程度実施できた（50～70％未満） 

Ｄ…実施が不十分であった（50％未満） 

Ｅ…未実施 

－…新型コロナウイルス等やむを得ない理由により 

実施できなかった事業又は実施の必要性がなかった事業 

 

基本目標１ 男女共同参画社会の実現と多様性の尊重に向けた意識づくり 

 

評価 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ ― 計 

事業数 24 1 0 0 0 ０ ２５ 

総事業数

に占める

割合（％） 

9６.0 4.0 0 0.0 0.0 ０.0 １００.0 

 

主な事業として、啓発紙の発行や講座の開催、学校や保育所等での男女平等教育、

人権意識の高揚のための事業等を実施しています。  

広報紙やホームページを活用した広く一般への啓発、学校や保育所等での男女平

等教育や児童・生徒への啓発、保護者や教職員等への啓発など、さまざまな機会を捉

えて啓発事業を展開し、多くの市民に、男女共同参画に関する学習の機会を提供しま

した。 

また、啓発資料の発行及び市内全域への配布やパートナーシップ宣誓制度の自治

体間連携協定の締結等により性の多様性に対する理解の促進を図りました。 

意識啓発の成果は、長い時間をかけて徐々に現れるものであるため、今後も継続し

て啓発や広報、教育に取り組んでいく必要があります。 
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基本目標２ 男女がともに活躍できる環境づくり 

 

評価 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ ― 計 

事業数 2９ ３ 3 0 0 ０ ３５ 

総事業数

に占める

割合（％） 

82.8 8.6 8.6 0.0 0.0 0.0 １００.0 

 

主な事業として、市政や地域活動における女性の参画促進、ワーク・ライフ・バランス

実現のための職場環境整備や子育て・介護支援、女性の社会進出を促進する事業を

実施しています。 

政策や意思決定の過程である審議会等では、女性委員の割合を４０％とする目標

値を定め、意思決定の場に女性が積極的に参画できるよう努めていますが、目標達成

には至っていない状況です。引き続き、審議会等における女性の登用状況を把握し、

政策・意思決定過程への女性の参画を進めます。 

仕事と家庭生活の両立支援としては、ステーション保育事業や延長保育事業、病

児・病後児保育事業、学童保育等を実施し、子育て世代を支援しています。 

今後も、男女ともに個性と能力を発揮し、社会参画を進めることができるよう、職場

環境整備のための支援等を継続して行っていきます。 

 

基本目標３ あらゆる暴力の根絶 

 

評価 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ ― 計 

事業数 29 1 1 0 0 2 33 

総事業数

に占める

割合（％） 

87.9 3.０ 3.0 0.0 0.0 6.1 １００.0 

 

主な事業として、女性に対する暴力の根絶のための啓発、暴力被害者の支援等を

実施しています。 

近年、ＤＶ被害者の相談内容は複雑化し、様々な問題を抱えているケースが多く、Ｄ

Ｖ支援担当課だけでは対応が難しい状況にあります。よって、有事に対応できるよう、

庁内ＤＶ対策連携会議を開催し、関係各課との連携強化を図りました。また、「暴力は

決して許されるものではない」との認識を広げ、暴力が根絶することを目指し、パネル

展の開催、全職員の名札にパープルリボンの貼付、パープルリボンをモチーフにしたタ



 15 

ペストリーの作製、市内事業所との共催によるパープルライトアップ事業、新成人へデ

ートＤＶパンフレットの配布等様々な啓発に取り組みました。 

 

基本目標４ 安心・安全に暮らせる環境づくり 

 

評価 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ ― 計 

事業数 22 2 ０ 0 0 0 2４ 

総事業数

に占める

割合 

91.7 8.3 0.0 0.0 0.0 0.0 １００.0 

 

主な事業として、防災・防犯分野における男女共同参画の推進、誰もが安心して暮

らすためにひとり親家庭・高齢者・障がい者・生活に困難がある方への支援、性差に合

わせた健康づくりに関する支援等を行っています。 

防災分野では、女性等のニーズを反映した対策を進めるため、北本市地域防災計

画において女性や災害時要支援者等に対し配慮するよう定めており、避難所における

対応職員は必ず１人女性を配置しています。 

ひとり親家庭に対しては、児童扶養手当等の手当てを支給し、生活の負担の軽減を

図っています。 

支援を必要とする人への体制づくりを行い、すべての人が安心・安全に暮らせる環

境づくりを推進します。 

 

基本目標５ 男女共同参画の推進体制の強化 

 

評価 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ ― 計 

事業数 13 1 1 1 0 0 １6 

総事業数

に占める

割合（％） 

81.25  6.25 ６.25 ６.25 0.0 0.0 １００.0 

 

主な事業として、計画の総合的な推進に向け、事業の進捗状況の把握と評価を行 

い、年次報告書としてとりまとめました。年次報告書は、市ホームページでも公表して

います。 

職員研修では、新規採用職員に対して男女共同参画研修を実施するとともに、入庁

５年以内の職員に対して男女共同参画の基礎知識を学ぶための講座を開催し、庁内
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の推進体制の充実を図りました。庁内推進体制の強化に向けて、すべての職員が男女

共同参画の重要性を認識する事ができるよう、引き続き研修等を実施します。 

 



（２）一覧（男女共同参画の推進に関する事業の推進状況評価シート）

基本目標１　【男女共同参画社会の実現と多様性の尊重に向けた意識づくり】
１－１　男女共同参画に関する教育・啓発や意識の醸成
１－１－①　男女共同参画に関する教育・啓発の推進

男女共
同参画の
推進に資
する市民
講座の開
催

男女共同参画について
の学習機会を提供し、
地域での男女共同参画
を進める。
男女共同参画の専門的
な講座は埼玉県男女共
同参画推進センター
（With You さいたま）
で開催しているため、市
では、親しみやすいテー
マの講座を開催する。

3月にきたもと男女共生
塾を開催し、30名集客
する。

令和7年３月１5日（土）に外
部講師を招聘し、きたもと男
女共生塾を開催した。今年
度は、災害ボランティア活動
者から男女共同参画の視点
からの震災対応を学ぶこと
ができる講演会を開催し、３
１名が受講した。

Ａ

引き続き、男女共同
参画社会の実現に向
けた意識づくりを推進
するため、市民に親し
みやすいテーマの講
座を開催する。

人権
推進
課

・性別に関わりなく興味
を持てる内容で、男女
共同参画情報紙「シン
フォニー」を30,000部
作成し、各世帯へ配布
を行う。
・３月に開催するきたも
と男女共生塾を、性別に
関わりなく関心が持てる
内容にする。

・編集協力員との協働によ
り、男女共同参画情報紙「シ
ンフォニー」を30,０００部作
成し、広報きたもと１月号に
あわせて全戸配布を行った。
今年度は、児童館館長へ取
材を行い、「お父さんもお母
さんも地域の人も協力し
合って子育てしよう」という
内容で作成した。
・令和７年３月１５日（土）に外
部講師を招聘し、きたもと男
女共生塾を開催した。今年
度は、災害ボランティア活動
者から男女共同参画の視点
からの震災対応を学ぶこと
ができる講演会を開催し、参
加者３１名のうち、女性17
名、男性14名であった。

Ａ

性別に関わりなく、興
味を持てるような講座
の開催や情報紙の発
行を推進する。

人権
推進
課

生涯学習人権講座研修
会等の講座や人権教育
資料等の広報媒体で、
男女共同参画、人権尊
重に関する啓発を行う。

市民一人一人が人権問題を
正しく認識し、その解決への
努力ができることを目的に、
生涯学習人権講座研修会を
４回開催した。特に9月に開
催した第2回では、人権尊重
と男女共同参画との関連な
ど「人権全般」をテーマに参
加型研修会を行うことができ
た。

Ａ

様々な人権課題が存
在する中で、男女平
等、男女共同参画と
の関連を意識した研
修会を増やす。

生涯
学習
課

男女共
同参画に
関する法
令、条例
の周知

さまざまな機会を通じ
て、男女共同参画に関
する法令、条例の周知
を図る。

・男女共同参画に関する
法令及び条例につい
て、市ホームページへ掲
載を行う。
・６月に男女共同参画推
進パネル展を開催し、男
女共同参画に関する法
令、条例についてのパネ
ルの展示を行う。

・男女共同参画に関する法
令及び条例について、市
ホームページへ掲載を行っ
た。
・６月１９（水）～同月２６日
（水）に開催した男女共同参
画推進パネル展での掲示に
おいて、男女共同参画推進
条例等について紹介するパ
ネルを掲示し、周知を図っ
た。

Ａ

情報発信媒体及びイ
ベント開催等、様々な
機会を通じて引き続
き周知を図っていく。

人権
推進
課

担当
課

推進項目 事業名 事業の目的・内容 実施状況 評価 課題・今後の方針実施計画

男性に向
けた男女
共同参
画の情報
発信

講座や広報紙等を通じ
て、男性にとっての男女
共同参画についての啓
発を行う。

男女共同
参画に関
する講座
や啓発活
動の推進

【評価】
Ａ…計画どおり達成できた（９０％以上）
Ｂ…概ね計画どおり実施できた（70～90％未満）
Ｃ…一定程度実施できた（50～70％未満）
Ｄ…実施が不十分であった（50％未満）
Ｅ…未実施
－…新型コロナウイルス等やむを得ない理由により実
　　　施できなかった事業、実施の必要性がなかった
　　　事業 17 ※事業名【新規】の事業は、第六次計画より計画に掲載を開始した事業



男女共
同参画
コーナー
の充実・
利用促
進

男女共同参画推進拠点
施設の充実及び利用促
進を図る。

・庁舎２階に開設してい
る男女共同参画コー
ナーにおいて、男女共同
参画に関する書籍やチ
ラシ等を配架し、市民に
対する情報発信を行う。
・男女共同参画コーナー
について、市ホームペー
ジへの掲載を行い周知
を図る。

・男女共同参画コーナーにお
いて、男女共同参画に関す
る書籍やチラシの配架及び
ポスターの掲示を行い、市民
に対する情報発信を行った。
・男女共同参画コーナーにつ
いて、市ホームページへの掲
載を行い、周知を図った。

Ａ

認知度を高めるため、
周知方法を検討し、
男女共同参画コー
ナーの周知を拡大す
る。

人権
推進
課

男女共
同参画の
推進に資
する啓発
展の開催

男女共同参画社会の重
要性を啓発するため、パ
ネル展を開催する。

6月の男女共同参画週
間に合わせ、パネル展を
開催する。

６月の男女共同参画週間に
合わせ、６月１９日（水）～同
月２６日（水）に文化センター
エントランスホールにて、男
女共同参画推進パネル展を
開催し、約３５０～５５０名の
来場があった。

Ａ

パネル展の開催テー
マについては、社会の
動向に配慮の上検討
し、引き続き男女共同
参画社会の重要性に
ついて啓発を図る。

人権
推進
課

男女共同
参画に関
する講座
や啓発活
動の推進

推進項目
担当
課

事業名 事業の目的・内容 実施計画 実施状況 評価 課題・今後の方針

【評価】
Ａ…計画どおり達成できた（９０％以上）
Ｂ…概ね計画どおり実施できた（70～90％未満）
Ｃ…一定程度実施できた（50～70％未満）
Ｄ…実施が不十分であった（50％未満）
Ｅ…未実施
－…新型コロナウイルス等やむを得ない理由により実
　　　施できなかった事業、実施の必要性がなかった
　　　事業 18 ※事業名【新規】の事業は、第六次計画より計画に掲載を開始した事業



市の刊行
物等にお
ける男女
共同参
画の視点
の徹底

市から発信する情報に
ついて、男女共同参画
に配慮したものにするた
め、職員の意識啓発を
行う。

県作成の「男女共同参
画の視点から考える表
現ガイド」を各部署に周
知する。

県作成の「男女共同参画の
視点から考える表現ガイド」
を掲示板に掲載し、全職員
へ周知を行った。

Ａ

様々な機会や方法に
より、引き続き職員の
男女共同参画に対す
る意識の向上に向け
た啓発を図る。

人権
推進
課
関係
各課

男女共
同参画
情報紙の
発行

男女共同参画社会実現
にむけて、男女共同参
画の推進をあらゆる分
野で進める必要性につ
いて、市民の理解と意識
啓発を図るために啓発
情報紙を発行する。A４
版のものを年１回発行
し、全戸配布。編集を行
う編集委員については
公募する。

市民編集協力員ととも
に男女共同参画情報紙
「シンフォニー」を発行
し、１月に各世帯へ配布
する。

編集協力員との協働により、
男女共同参画情報紙「シン
フォニー」を30,０００部作成
し、広報きたもと１月号にあ
わせて全戸配布を行った。
今年度は、児童館館長へ取
材を行い、「お父さんもお母
さんも地域の人も協力し
合って子育てしよう」という
内容で作成した。

Ａ

掲載内容について、
社会の状況に対応し
たものとするよう考慮
した上で作成を行い、
市民の男女共同参画
に対する意識の向上
を図る。

人権
推進
課

広報紙や
ホーム
ページを
利用した
意識啓
発

男女共同参画社会の実
現の重要性を周知する
ため、啓発と情報提供を
進める。必要に応じて男
女共同参画社会に関す
る情報及び啓発記事を
広報やホームページに
掲載する。

・男女共同参画情報紙
「シンフォニー」及び市
ホームページに男女共
同参画に関する記事を
掲載し周知を行う。
・男女共同参画に関する
各イベント等の情報につ
いて、ホームページ等に
随時掲載する。

・男女共同参画情報紙「シン
フォニー」に男女共同参画に
関する記事を掲載した。今年
度は、児童館館長へ取材を
行い、「お父さんもお母さん
も地域の人も協力し合って
子育てしよう」という内容で
作成した。
・男女共同参画に関する各イ
ベント等の情報について、広
報や市ホームページ、ＳＮＳ
等に随時掲載した。

Ａ

男女共同参画社会実
現の重要性について、
さらなる周知を図れる
よう、方法の検討を進
める。

人権
推進
課

広報紙や
ホーム
ページを
通じた家
庭教育
情報の提
供

人権尊重の高揚と男女
共同参画社会実現の重
要性を周知するため、啓
発と情報提供を進める。
性による差別は、基本的
人権を侵害するもので
あり、人権尊重意識を
社会に浸透させることが
重要であることを周知
する。また、男女共同参
画社会実現に向け、広く
市民に意識啓発を進め
る。

人権教育資料(人権教
育推進委員会広報)「ふ
れあい」について、「男
女共同参画」に言及する
など人権教育資料の内
容を精選し、継続発行を
行う。また、男女共同参
画社会実現に対し、男
女共同を意識した実践
に向け、広く市民への意
識啓発活動を行う。

令和７年２月に人権教育啓
発資料( 人権教育推進委員
会広報) 「ふれあい」を発行
し、市内全戸に配布した。人
権尊重社会の推進と意識の
高揚を重視し、男女共同参
画社会実現に向けて、絵やイ
ラスト、研修会の感想等を活
用しながら、広く市民への意
識啓発に努めた。

Ａ

今後も、男女共同を
意識した人権啓発を
継続的に進めていく
ための手法について
検討を行う。

生涯
学習
課

事業所等
に向けた
男女共同
参画意識
の高揚

男女共
同参画の
推進等に
取り組む
事業所
認証制
度の運
用・周知
【新規】

男女共同参画の推進に
取り組む意識を高める
ため、男女共同参画の
推進に取り組む事業所
を認証する制度を運用
及び周知する。

・男女共同参画の推進
に取り組む事業所を認
証する制度の周知を行
う。
・男女共同参画推進者
認証制度を利用する事
業所を１件増やす。

・男女共同参画推進者認証
制度について、ホームページ
で周知を行った。
・男女共同参画推進者認証
制度の登録が２件あった。

Ａ

男女共同参画推進者
認証制度について、さ
らなる周知を図り、認
証事業所を増やす。

人権
推進
課

広報紙・
ホーム
ページ等
による男
女共同参
画に関す
る広報活
動の推進

事業の実施状況 評価 課題・今後の方針実施計画推進項目 事業名 事業の目的・内容
担当
課

【評価】
Ａ…計画どおり達成できた（９０％以上）
Ｂ…概ね計画どおり実施できた（70～90％未満）
Ｃ…一定程度実施できた（50～70％未満）
Ｄ…実施が不十分であった（50％未満）
Ｅ…未実施
－…新型コロナウイルス等やむを得ない理由により実
　　　施できなかった事業、実施の必要性がなかった
　　　事業 19 ※事業名【新規】の事業は、第六次計画より計画に掲載を開始した事業



１－１－②男女共同参画の視点に立った教育・保育の推進

保育所
等におけ
る男女平
等意識の
形成【新
規】

ジェンダーバイアスを次
世代に引き継がないよ
う、男女の役割に関する
固定的な観念やそれに
基づく差別、偏見、行動
等のない保育を実施す
るため、保育に携わる側
である保育士等がこれ
らの対応を学ぶことを目
的として、園内学習や研
修会等へ参加する。

年度ごとに研修を受講
した保育士が職員会議
等で情報共有を行い、
対応を学ぶ。

研修に参加した保育士を中
心にチェックリストを活用し
た点検及び評価を実施する
とともに、グループに分かれ
て意見交換を実施した。

Ａ

引き続き取り組みを
継続し、保育所におけ
る男女平等意識の形
成に努めていく。

保育
課

名簿の作成、呼称の差
をつけない保育の実施
を行う。

名簿の作成や呼名において
差を設けないことにより、性
別による役割分担にとらわ
れない考え方を身につける
取り組みを実施した。

Ａ

引き続き取り組みを
継続し、男女平等の
視点を取り入れた保
育の推進に努めてい
く。

保育
課

男女混合名簿の作成や
男女分け隔てなく「さ
ん」付けで呼ぶ等といっ
た取組を通して、性別に
とらわれない考え方を
育む。

男女混合名簿を作成したり、
男女分け隔てなく「さん」付
けで呼んだりする取組を通
して、性別にとらわれない考
え方を育んだ。

Ａ

男女の性別による役
割分担にとらわれるこ
とのないよう、男女平
等の意識について、指
導する教員の意識も
高めていく。

学校
教育
課

男女平
等教育の
推進

人権に対する正しい知
識理解をもとに、男女平
等の意識の浸透を図り、
小中学校段階における
男女共同参画社会の基
礎づくりを推進する。人
権に対する正しい知識
理解をもとに、男女平等
の意識の浸透を図り、男
女が互いに尊重し合い、
差別のない社会の構築
を目指す。

児童生徒の発達段階に
応じた男女平等教育の
指導について、各中学
校区の教員間で共通理
解を深める。

児童生徒の発達段階に応じ
た指導について、各中学校
区の教員間で共通理解を深
めることができた。

Ａ

男女平等の意識の
下、さらに教員間の共
通理解を図りながら
指導にあたっていく。

学校
教育
課

事業名 事業の目的・内容
担当
課

推進項目 事業の実施状況 評価 課題・今後の方針実施計画

男女平
等の視点
を取り入
れた学校
教育・保
育の推進

男女混合名簿や呼名時
の順番で男女分けを行
わないことなどを通し

て、男女の性別による役
割分担にとらわれない

考え方を身につけること
により、男女共同参画社
会の基盤づくりを進め

る。

男女共同
参画の視
点に立っ

た教育・保
育の推進

【評価】
Ａ…計画どおり達成できた（９０％以上）
Ｂ…概ね計画どおり実施できた（70～90％未満）
Ｃ…一定程度実施できた（50～70％未満）
Ｄ…実施が不十分であった（50％未満）
Ｅ…未実施
－…新型コロナウイルス等やむを得ない理由により実
　　　施できなかった事業、実施の必要性がなかった
　　　事業 20 ※事業名【新規】の事業は、第六次計画より計画に掲載を開始した事業



男女共同
参画の視
点に立っ
た教育・保
育の推進

教育相
談の充実

電話や面接による教育
相談を充実させ、教育、
人権、育児等について
の保護者や児童・生徒
の悩み解消を支援す
る。

県配置のスクールカウン
セラー、各中学校のさわ
やか相談員、市教育セ
ンターのカウンセラーに
よる相談を実施する。各
小・中学校においては、
教育相談期間を設け、
児童生徒の状況に応じ
た相談活動を実施す
る。その他、各学校では
毎月１回、なかよしアン
ケート（小学校）及び学
校生活アンケート（中学
校）を実施する。

・県配置のスクールカウンセ
ラー、各中学校のさわやか相
談員、市教育センターのカウ
ンセラーによる相談を実施し
た。
・各小・中学校においては、
教育相談期間を設け、児童
生徒の状況に応じた相談活
動を実施した。
・スクールソーシャルワー
カーを活用して相談を必要
とする児童・生徒・保護者に
対応を行った。
・その他、各学校では、毎月１
回、なかよしアンケート（小学
校）及び学校生活アンケート
（中学校）を実施した。

Ａ

児童生徒の状況に合
わせ、アンケートや面
談等で実態を把握し
たり、関係機関と連携
を図ったりしながら、
よりよい解決に努めて
いく。

学校
教育
課

教職員
研修の充
実

男女共同参画の問題を
人権問題としてとらえ、
教職員の意識啓発と資
質の向上を図る。

教職員自らが、男女平
等に関する正しい理解
と人権感覚を身に付け
ることができるようにす
る。

児童生徒を適切に指導しな
ければならない教職員自ら
が、男女平等に関する正しい
理解と人権感覚を身に付け
ることができた。

Ａ

新採用教員や経験の
浅い教員が増加して
いるため、教職員研
修のより一層の充実
を図っていく。

学校
教育
課

行事・登退園時等の保
護者との関わりの中で
必要に応じ情報の発信
を行い、啓発を図る。

保護者と接する様々な機会
において、性別による役割分
担にとらわれない考え方を
身につける取り組みについ
て周知した。

Ａ

引き続き周知啓発に
取り組むとともに、よ
り効果的な手法につ
いて検討していく。

保育
課

小・中学校での男女平
等に関する取組を学校
だよりやホームページに
掲載する。また、学校行
事等で保護者に対して
依頼や啓発を行う。

小・中学校での男女平等に
関する取組を学校だよりや
ホームページを通して発信し
た。また、学校行事等で保護
者に対して啓発を行った。

Ａ
保護者の意識の向上
や啓発状況を確認す
ることは難しい。

学校
教育
課

性別に基
づく無意
識の思い
込みにと
らわれな
いキャリア
教育の推
進

進路指
導の充実

いわゆる「出口指導」と
しての進学・就職指導か
ら脱却し、個に応じた進
路指導を充実することに
よって、社会的・文化的
な固定観念にとらわれ
ない生き方について考
える態度を身につけさ
せる。男女の性別によっ
て進路が制限されたり
することのないよう、個
に応じた生き方指導とし
て進路指導を充実させ、
男女共同参画社会の基
盤づくりを進める。

中学生キャリアチャレン
ジ事業を実施する。キャ
リアパスポート等を活用
しながら、発達段階に応
じた継続的な指導方法
の工夫を行う。

中学生キャリアチャレンジ事
業を実施した。男女がお互
いを尊重しながら助け合うこ
とで社会が構築されているこ
とを実感させることができ
た。

Ａ

キャリアパスポート等
を活用しながら、発達
段階に応じた継続的
な指導方法の工夫が
必要である。今後も、
キャリア教育推進委
員会で各学校の取組
を共有し、共通理解を
深める。

学校
教育
課

保護者や
教職員等
への啓発
活動

保護者へ
の啓発の
充実

学校・保育所での男女
共同参画推進教育を通
して保護者への啓発を
図る。

推進項目 事業名 事業の目的・内容 実施計画 事業の実施状況 評価 課題・今後の方針
担当
課

【評価】
Ａ…計画どおり達成できた（９０％以上）
Ｂ…概ね計画どおり実施できた（70～90％未満）
Ｃ…一定程度実施できた（50～70％未満）
Ｄ…実施が不十分であった（50％未満）
Ｅ…未実施
－…新型コロナウイルス等やむを得ない理由により実
　　　施できなかった事業、実施の必要性がなかった
　　　事業 21 ※事業名【新規】の事業は、第六次計画より計画に掲載を開始した事業



国際理
解教育の
推進

学校において、各教科
等の時間をとおして日
本及び諸外国の文化・
伝統等について深い理
解をもち、国際社会にお
いて信頼され、世界平
和と発展に貢献するよう
な児童・生徒を育成す
る。

男女平等に関する活動
等の啓発を行うととも
に、教職員の指導力を
向上させるための情報
提供や研修を計画的に
実施する。

男女平等に関する活動等の
啓発を行うとともに、教職員
の指導力を向上させるため
の情報提供や研修を計画的
に実施した。

Ａ

今後、さらに伝統・文
化、そして多様な性や
考え方を尊重し、グ
ローバル化に対応す
る教育の推進を図る
ための方策を検討し
ていく。

学校
教育
課

男女共
同参画に
関する世
界の動向
について
の情報発
信【新
規】

世界における社会の発
達や成熟に伴う男女共
同参画の取組及び価値
観等の変化や現状につ
いて、市民に向けて情報
発信を行い、子どもをは
じめとする市民に男女
共同参画の意識向上を
働きかける。

・６月に開催する男女共
同参画パネル展におい
て、男女共同参画に関
する世界の動向につい
ての情報発信を行う。
・男女共同参画推進
コーナーにおいて、国の
刊行物等を配架し、随
時情報発信を行う。

・６月１９日（水）～同月２６日
（水）に男女共同参画推進パ
ネル展を開催し、男女共同
参画に関する世界の動向に
ついて紹介するパネルを展
示した。
・男女共同参画推進コー
ナーへ、国の刊行物等を配
架し、随時情報発信を行っ
た。

Ａ

様々な機会や方法に
より、世界における男
女共同参画の動向に
ついて情報発信を行
う。

人権
推進
課

推進項目 事業名 事業の目的・内容 実施計画 事業の実施状況 評価 課題・今後の方針
担当
課

国際的な
視点を
持った男
女共同参
画の推進

【評価】
Ａ…計画どおり達成できた（９０％以上）
Ｂ…概ね計画どおり実施できた（70～90％未満）
Ｃ…一定程度実施できた（50～70％未満）
Ｄ…実施が不十分であった（50％未満）
Ｅ…未実施
－…新型コロナウイルス等やむを得ない理由により実
　　　施できなかった事業、実施の必要性がなかった
　　　事業 22 ※事業名【新規】の事業は、第六次計画より計画に掲載を開始した事業



１－２　多様性の尊重の推進
１－２－①　性の多様性に対する理解の促進

ＬＧＢＴＱ
（性的マ
イノリ
ティ）へ
の理解を
深める情
報発信

ＬＧBＴQへの理解を普
及するため、広報紙や
ホームページ等を通じ
た普及に取り組む。

・ＬＧＢＴＱに関する講演
会を開催し、３０名集客
する。
・市ホームページや広報
紙等にて、LGBTQに関
する情報発信を行う。

・2月１２日（水）に ＬＧＢＴＱ
職員研修を開催し、24名が
受講した。
・市ホームページにおいて、
LGBTQに関する相談窓口
や県主催の研修会に関する
情報の掲載を行った。
・多様な性のあり方に関する
職員対応ハンドブックの改
訂を行うとともに、掲示板に
掲示し、全職員に周知した。

Ｂ

引き続き、様々な方法
でＬＧＢＴＱへの理解
促進のための情報発
信を行っていく。

人権
推進
課

ＬＧＢＴＱ
（性的マ
イノリ
ティ）の
推進等に
取り組む
事業所
認証制
度の運
用・周知
【新規】

ＬＧＢＴＱ（性的マイノリ
ティ）の推進等に取り組
む市内事業所を市が認
証するとともに、その取
組内容を市ホームペー
ジ等で発信することによ
り、市民や市内事業所
の性の多様性に対する
理解を促進する。

・北本市性の多様性尊
重推進者認証制度につ
いて、ホームページ等で
周知を行う。
・性の多様性尊重者認
証制度について、利用し
た事業者を１者増やす。

・北本市性の多様性尊重推
進者認証制度について、市
ホームページへ掲載し、周知
を行った。
・性の多様性尊重者認証制
度の登録が２件とあった。

Ａ

性の多様性尊重者認
証制度について、現
在登録事業所がない
ため、周知方法につい
て検討を行う。

人権
推進
課

パート
ナーシッ
プ宣誓制
度の促進

北本市
パート
ナーシッ
プ宣誓制
度の運用
と周知
【新規】

令和２年度に施行した
北本市パートナーシップ
宣誓制度の運用方法を
再検討するとともに、制
度について周知すること
で、市民の性の多様性
に対する理解を促進す
る。

・近隣市町との自治体
間連携についての検討
を行う。
・市ホームページ、男女
共同参画情報紙等で
パートナーシップ宣誓制
度について周知を行う。

・県内全自治体による自治
体間連携協定を締結し、制
度の利便性の向上を図っ
た。
・ファミリーシップ宣誓制度
を導入し、利用者のニーズに
対応できるようにした。
・市広報紙や市ホームページ
でパートナーシップ宣誓制度
について周知を行った。

Ａ
引き続き、パートナー
シップ宣誓制度につ
いて、周知を行う。

人権
推進
課
関係
各課

ＬＧＢＴＱ
（性的マイ
ノリティ）・
性の多様
性に関す
る理解促
進

推進項目 事業名 事業の目的・内容
担当
課

事業の実施状況 評価 課題・今後の方針実施計画

【評価】
Ａ…計画どおり達成できた（９０％以上）
Ｂ…概ね計画どおり実施できた（70～90％未満）
Ｃ…一定程度実施できた（50～70％未満）
Ｄ…実施が不十分であった（50％未満）
Ｅ…未実施
－…新型コロナウイルス等やむを得ない理由により実
　　　施できなかった事業、実施の必要性がなかった
　　　事業 23 ※事業名【新規】の事業は、第六次計画より計画に掲載を開始した事業



基本目標２　【男女がともに活躍できる環境づくり】
２－１　政策・意思決定の場における女性の活躍促進
２－１－①　市政や地域活動における女性の参画促進

審議会・
委員会
等委員へ
の女性の
登用推
進

政策、方針決定過程へ
の女性の参画を推進す
るため、毎年、審議会、
委員会等の女性の割合
について調査を実施し、
その割合を高めるよう
努める。

・審議会等への女性の
登用に関する調査を実
施し、その報告書を庁内
に配布する。
・政策及び方針決定過
程への女性の参画を推
進するよう、目標につい
て周知を行う。
・本年度中に改選を行う
審議会等の担当課に対
し、個別に依頼を行う。

・４月に審議会等への女性の
登用に関する調査を実施し、
その報告書を庁内に配布し
た。
・調査照会時に、政策及び方
針決定過程への女性の参画
を推進するよう周知を行っ
た。
・女性の登用率が２０％を下
回る審議会の担当課へ、審
議会・委員会等委員におけ
る積極的な女性の登用につ
いて直接依頼を行った。

Ａ

・引き続き調査結果を
報告書としてまとめて
庁内に配布し、政策
及び方針決定過程へ
の女性の参画を推進
するよう周知すること
で、審議会等への女
性の登用率を高める
よう取り組む。

人権
推進
課
関係
各課

男女の偏
りのない
審議会
運営の推
進

政策、方針決定過程で
男女双方の視点から審
議することによってあら
ゆる角度からの意見等
を反映する。

・審議会等への女性の
登用に関する調査を実
施し、その報告書を庁内
に配布する。
・政策及び方針決定過
程への女性の参画を推
進するよう、目標につい
て周知を行う。
・本年度中に改選を行う
審議会等の担当課に対
し、個別に依頼を行う。

・４月に審議会等への女性の
登用に関する調査を実施し、
その報告書を庁内に配布し
た。
・調査照会時に、政策及び方
針決定過程への女性の参画
を推進するよう周知を行っ
た。
・女性の登用率が２０％を下
回る審議会の担当課へ、審
議会・委員会等委員におけ
る積極的な女性の登用につ
いて直接依頼を行った。

Ａ

・団体推薦により委員
を選出する審議会等
も多く、委員等の男女
比率に偏りが生じる
場合があるが、女性
の登用率の向上を推
進するよう、周知を図
る。
・引き続き、効果的な
方法を検討し、審議
会等への女性の登用
率を高めるように努め
る。

人権
推進
課
関係
各課

地域活動
における
リーダー
的役割へ
の女性の
参画促進

自治会
活動にお
けるリー
ダー的役
割への女
性の参画
促進

住民と身近な存在であ
る自治会は、より地域の
実情に即した活動が求
められている。地域の活
動においては、女性の参
加が見られるものの、各
自治会長に女性は少な
く、地域活動に女性が積
極的に参加できるよう
運営の支援を行う。

自治会長ハンドブックに
女性役員の積極的な起
用を検討するよう掲載
し、併せて、研修会等の
機会を通して啓発活動
に努める。

自治会への加入の促進や自
治会活動の推進を図った
が、地域の総意で選出され
る自治会長の女性就任は、
依然として少ない状況が続
いている。

Ｃ
自治会長説明会や研
修会等の機会を通し
て啓発活動に努める。

くらし
安全
課

担当
課

評価 課題・今後の方針

審議会・
委員会等
委員への
女性の登
用推進

実施計画推進項目 事業名 事業の目的・内容 事業の実施状況

【評価】
Ａ…計画どおり達成できた（９０％以上）
Ｂ…概ね計画どおり実施できた（70～90％未満）
Ｃ…一定程度実施できた（50～70％未満）
Ｄ…実施が不十分であった（50％未満）
Ｅ…未実施
－…新型コロナウイルス等やむを得ない理由により実
　　　施できなかった事業、実施の必要性がなかった
　　　事業 24 ※事業名【新規】の事業は、第六次計画より計画に掲載を開始した事業



２－２　ワーク・ライフ・バランスの実現
２－２－①　男女がともに働きやすい職場環境の整備

各種法
律・制度
等の周知

男女雇用機会均等法
等、法や制度の周知を
行い、労働の場での男
女共同参画を進める。

国や県の政策や制度改
定等を市ホームページ
へ掲載する。チラシの配
架を通して周知を行う。

国や県からの法改正の情報
収集や制度周知のパンフ
レット等を課内に備え、広報
及び周知を図った。

Ａ

女性の社会進出のた
めの国や県の政策や
制度改正等を、遅れ
ることなく広報及び周
知していく。

産業
観光
課

北本地
区埼玉
県労働セ
ミナーの
充実

労使を取り巻く労働問
題や社会情勢、法･制度
等について、正しい理解
と認識を得るためにセミ
ナーを実施する。男女雇
用機会均等法、労働基
準法、育児介護休業法
などの法･制度の周知と
事業者へ啓発を行うこ
とで、女性も働きやすい
環境を整備し、労働の
場での男女共同参画を
進める。

埼玉県と共催で「埼玉
県労働セミナー」を行
う。市ホームページへの
掲載やチラシの配架を
通して労働関係法・制度
に周知を図る。

埼玉県と共催でYouTube
を活用し、オンライン労働セ
ミナー「労働法基礎セミナー
～公正な賃金設定～」と「労
働法基礎セミナー～社会保
険・労働保険の基礎知識と
活用事例～」の２つ開催し
た。
市ホームページへの掲載や
チラシの配架を通して労働
関係法・制度について周知
を図った。

Ａ

人々の興味関心が強
く、かつ全ての労働者
が安心して働ける職
場づくりに効果的なセ
ミナーを選定し広く周
知する。

産業
観光
課

男性の育
児休業・
介護休
業の取得
促進

男性の育児休業・介護
休業の取得促進のた
め、制度の周知を図る。

国や県から法改正等の
情報収集を行い、市
ホームページ等を通して
周知を行う。送付された
リーフレット等を配架す
る。

国や県からの法改正の情報
収集を行い、育児・介護休業
法の改正についてホーム
ページを通じて周知を図っ
た。送付されたリーフレットを
配架した。

Ａ

国や県からの法改正
の情報収集を行い、
育児・介護休業法の
改正について広報、
ホームページを通じて
周知を図る。送付され
たリーフレットを配架
する。

産業
観光
課

両立支
援制度の
周知

労働講座や啓発資料の
配布などを通じて、事業
主に対して仕事と家庭
の両立支援制度の周知
を行う。

市ホームページへの掲
載やチラシの配架を通し
て周知を行う。

国や県からの法改正の情報
収集や制度周知のパンフ
レット等を課内に備えるほ
か、市ホームページを通して
周知を図った。

Ａ

両立支援制度につい
てのパンフレットや労
働相談に関するチラ
シ配架等を通じて、周
知及び啓発を図る。

産業
観光
課

経営者、
管理職を
対象とし
た研修会
の実施

経営者や管理職を対象
に、育児・介護休業の取
得促進等、従業員が働
きやすい職場環境の促
進に向けた研修会を実
施する。

埼玉県と共催で行う「埼
玉県労働セミナー」など
のセミナー、研修会を行
う。

埼玉県と共催でYouTube
を活用し、オンライン労働セ
ミナー「労働法基礎セミナー
～公正な賃金設定～」と「労
働法基礎セミナー～社会保
険・労働保険の基礎知識と
活用事例～」の２つ開催し
た。
市ホームページへの掲載や
チラシの配架を通して労働
関係法・制度について周知
を図った。

Ａ

引き続き、従業員が働
きやすい職場環境の
促進に向けた研修会
を実施する。

産業
観光
課

労働者・
事業主に
向けた各
種情報提
供や周知

担当
課

実施計画推進項目 事業名 事業の目的・内容 事業の実施状況 評価 課題・今後の方針

【評価】
Ａ…計画どおり達成できた（９０％以上）
Ｂ…概ね計画どおり実施できた（70～90％未満）
Ｃ…一定程度実施できた（50～70％未満）
Ｄ…実施が不十分であった（50％未満）
Ｅ…未実施
－…新型コロナウイルス等やむを得ない理由により実
　　　施できなかった事業、実施の必要性がなかった
　　　事業 25 ※事業名【新規】の事業は、第六次計画より計画に掲載を開始した事業



庁内にお
ける各種
ハラスメ
ント防止
に向けた
啓発

セクシュアル・ハラスメン
ト等を防止するための
意識啓発を図り、性別に
よる不利益を受けること
なく、職員が働きやすい
環境整備を支援する。

ハラスメント防止や公務
員倫理などの研修を１回
以上実施する。

令和6年2月6日、7日に各
所属長及びGLを対象に
「OJTリーダー研修」を実施
し、90名が参加した。人材育
成における指導とハラスメン
トの違い等について研修を
行った。

Ａ

ハラスメント防止のた
めには指導を受ける
側の意識啓発も必要
であるため、非管理職
向けの研修も実施す
る。

総務
課
全課

労働者・
事業主に
対する各
種ハラス
メント防
止に向け
た啓発

セクシュアル・ハラスメン
ト等を防止するための
意識啓発を図り、性別に
よる不利益を受けること
なく、労働者が働きやす
い環境整備を支援す
る。

市ホームページへの掲
載やチラシの配架を行
う。

セクシュアル・ハラスメントや
パワー・ハラスメントを防止
するためのパンフレットや労
働相談に関するチラシを配
架し、周知及び啓発を図っ
た。

Ａ

セクシュアル・ハラス
メントやパワー・ハラス
メントを防止するため
のパンフレットや労働
相談に関するチラシ
配架等を通じて、周知
及び啓発を図る。

産業
観光
課

多様な働
き方の普
及啓発

市民や市
内事業
者に対す
る多様な
働き方に
関する情
報発信
【新規】

国や県の政策や制度改
正等の情報収集を行
い、情報コーナーへのチ
ラシ配架やホームペー
ジ等を通じて、周知を図
る。

国や県の政策や制度改
正等の情報収集を行
い、情報コーナーへのチ
ラシの配架やホーム
ページへの掲載を行う。

国や県の政策や制度改正等
の情報収集を行い、チラシの
配架やホームページへの掲
載を行うことで市民や市内
事業者に対する多様な働き
方に関する情報発信をした。

Ａ

国や県の政策や制度
改正等の情報収集を
行い、チラシの配架や
ホームページへの掲
載を行うことで、市民
や市内事業者に対す
る多様な働き方に関
する情報発信を図る。

産業
観光
課

各種ハラ
スメントの
防止

推進項目 事業名 事業の目的・内容 実施計画 事業の実施状況 評価 課題・今後の方針
担当
課

【評価】
Ａ…計画どおり達成できた（９０％以上）
Ｂ…概ね計画どおり実施できた（70～90％未満）
Ｃ…一定程度実施できた（50～70％未満）
Ｄ…実施が不十分であった（50％未満）
Ｅ…未実施
－…新型コロナウイルス等やむを得ない理由により実
　　　施できなかった事業、実施の必要性がなかった
　　　事業 26 ※事業名【新規】の事業は、第六次計画より計画に掲載を開始した事業



２－２－②　子育て支援・介護サービスの充実

保育所の
整備

両親の就労等により保
育に欠ける児童に、子ど
もの成長に望ましい保
育を実施する。女性の
社会参加、核家族化等
により、児童の置かれて
いる家庭環境が変化し、
保育ニーズが多様化し
ている。就労形態に合わ
せた保育サービスの提
供と保育所の整備充実
を図り、女性の社会参
画を支援する。

・保育ニーズの動向を注
視し、必要な受入枠の
確保と保育士の確保の
ための施策を行う。
・多様化する保育ニーズ
に対応するため、利用者
の希望を聴取する。

民間保育施設等に対して補
助金を交付し、多様な子育
て支援サービスを充実させ
るとともに、安心して子育て
をすることができる環境の整
備を図り、待機児童を解消し
た。

Ａ

引き続き補助金を活
用していくとともに、
民間保育施設等に対
して受け入れ枠の拡
大を要請し、待機児
童を生じさせないよう
努めていく。

保育
課

延長保
育、乳児
保育、一
時保育の
充実

両親の就労等により保
育に欠ける児童に、子ど
もの成長に望ましい保
育を実施する。女性の
社会参加、核家族化等
により、児童の置かれて
いる家庭環境が変化し、
保育ニーズが多様化し
ている。就労形態に合わ
せた保育サービスの提
供と保育所の整備充実
を図り、女性の社会参
画を支援する。

・保育ニーズの動向を注
視し、必要な受入枠の
確保と保育士の確保の
ための施策を行う。
・多様化する保育ニーズ
に対応するため、利用者
の希望を聴取する。

幅広い時間帯における保育
ニーズや就労以外を理由と
した保育ニーズに応えるた
め、延長保育事業、乳児保
育事業及び一時保育事業を
実施した。

Ａ

利用者数の変動を注
視し、運営方法等の
見直しについて検討
を行うとともに、事業
の維持に努めていく。

保育
課

病児、病
後児保
育の充実

病気治癒後、保育所で
の保育が困難な児童に
対する保育を実施する。

現状の受入枠を確保し
つつ、運営方法、利用方
法等の検討を行う。

北里大学メディカルセンター
病児保育室において病児保
育事業を、東保育所におい
て病後児保育事業を、中丸
保育園において体調不良児
保育事業を実施した。

Ａ

利用者数の変動を注
視し、運営方法等の
見直しについて検討
を行うとともに、事業
の維持に努めていく。

保育
課

駅前保
育ステー
ションの
充実

駅を利用する保護者の
利便性に配慮した育児
支援を行う。

現状の受入枠を確保し
つつ、運営方法、利用方
法等の検討を行う。

指定施設の開所時間外に保
育ステーションにおいて子ど
もを預かり、駅を利用してい
る保護者の育児支援を実施
した。

Ｂ

利用者数の変動を注
視し、運営方法等の
見直しについて検討
を行うとともに、事業
の維持に努めていく。

保育
課

推進項目 事業名 事業の目的・内容
担当
課

課題・今後の方針事業の実施状況 評価実施計画

地域で支
える子育
て環境の

充実

【評価】
Ａ…計画どおり達成できた（９０％以上）
Ｂ…概ね計画どおり実施できた（70～90％未満）
Ｃ…一定程度実施できた（50～70％未満）
Ｄ…実施が不十分であった（50％未満）
Ｅ…未実施
－…新型コロナウイルス等やむを得ない理由により実
　　　施できなかった事業、実施の必要性がなかった
　　　事業 27 ※事業名【新規】の事業は、第六次計画より計画に掲載を開始した事業



ファミ
リー・サ
ポート・
センター
の充実

市民の相互協力により、
地域での子育て支援を
行う。子育て支援の充
実を図り、保護者の就
労及び家庭生活を支援
する。

・児童館においてファミ
リー・サポート・センター
事業を実施する。
・市ホームページ等にお
いて制度の周知を行
い、利用促進や協力会
員数の増加を図る。

児童館においてファミリー・
サポート・センター事業を実
施した。アドバイザーが仲介
をし、子育ての手助けをした
い協力会員と手助けをして
ほしい依頼会員との契約に
より事業を実施し、契約件数
は927件であった。市民の
相互協力により、地域での子
育て支援を行い、保護者の
就労及び家庭生活の安定を
図った。

Ａ
制度の周知徹底を図
る。

子育
て支
援課

学童保
育の充実

小学校就学児童のうち、
保護者が就労等により
昼間家庭にいない児童
の健全な育成を図る。

保護者が就労等により
昼間家庭にいない児童
の健全な育成を、公設
11室、民設2室において
実施する。

小学校就学児童のうち、保
護者が就労等により昼間家
庭にいない児童の健全な育
成を、公設１１室、民設２室に
おいて実施した。保護者の就
労等に合わせ、小学校就学
児童を保育を実施し、健全
な育成を図った。

Ａ

利用人数に応じた受
け入れ体制の適正化
を図るとともに、民設
放課後児童クラブの
利用促進を図る。

子育
て支
援課

地域包
括支援セ
ンターの
利用促
進

高齢者が可能な限り、
住み慣れた地域で生活
を継続していけるよう、
平成１８年４月１日に、地
域包括ケアの中核機関
として介護保険法に基
づき創設された地域包
括支援センター（４箇所
設置）の利用促進を図
るため、市民等に周知を
行う。

アルツハイマーデーイベ
ントの開催や、地域包括
支援センター職員の認
知症推薦図書コーナー
を市立図書館へ設置す
る等、広く地域包括支援
センターの役割や活動
について啓発を行う。

アルツハイマーデーイベント
として、９月4日に開催し、
200人以上の来場者があっ
た。また、図書館での推薦図
書設置を行った。

Ａ

地域における認知症
の理解と協働性を高
めるため、オレンジカ
フェの開催拠点を5か
所で実施する。前年
度に引き続きアルツハ
イマーデーイベントを
開催する。

高齢
介護
課

介護保
険制度に
ついての
出前講
座の開催

介護保険制度の趣旨普
及・啓発を図る。

適時、出前講座の依頼
を受け、普及・啓発を図
る。

10月22日、１１月１２日、12
月８日の3回実施。各回20
～30人程度参加があった。

Ａ

出前講座を通して引
き続き、介護保険制
度の趣旨普及・啓発
を図る

高齢
介護
課

事業の実施状況 評価 課題・今後の方針実施計画事業名 事業の目的・内容推進項目

地域で支
える子育
て環境の

充実

地域で支
える介護
サービス
の充実

担当
課

【評価】
Ａ…計画どおり達成できた（９０％以上）
Ｂ…概ね計画どおり実施できた（70～90％未満）
Ｃ…一定程度実施できた（50～70％未満）
Ｄ…実施が不十分であった（50％未満）
Ｅ…未実施
－…新型コロナウイルス等やむを得ない理由により実
　　　施できなかった事業、実施の必要性がなかった
　　　事業 28 ※事業名【新規】の事業は、第六次計画より計画に掲載を開始した事業



２－２－③　男性の子育て・介護参加への促進

マタニ
ティセミ
ナーへの
家族の参
加促進

安心・安全な妊娠期間
を過ごすとともに、出産
後の育児について家族
間で協力し合えるよう促
す。

・妊娠届出の面談時を
中心に、マタニティセミ
ナーへの家族参加を促
していく。
・妊娠届出時の面談等、
マタニティセミナー等で
家族間で協力しながら
育児を行うことの大切さ
について伝える。

R6年度プレママセミナーを
全6回実施し25人参加、オ
ンラインプレママセミナーを
全2回実施し4人参加、プレ
ママプレパパセミナーを全8
回実施し120人参加、産前
ケアを全4回実施し5人参加
した。参加者延べ154人へ
パンフレット等を用いて家族
間での協力体制について産
前からイメージしながら準備
するように伝えている。

Ａ

プレママプレパパセミ
ナー参加者のうち、父
親の参加率は43.3％
（父52人）であり、家
族間での協力体制に
ついて夫婦で考える
ことを促すことができ
た。実施を継続してい
く。

健康
づくり
課

父親向け
の子育て
参加パン
フレット
の配布

父親の育児への積極的
な参画の推進のため、
子育てガイドを配布す
る。

・妊娠届け出時に子育
てガイドを配布する。
・子育てガイドを使用
し、父親も育児に関わっ
ていくイメージを共有す
る。

R6年度妊娠届出時315件、
転入時47件（計362件）に
子育てガイドを配布し、支援
体制の構築について伝えて
いる。

Ａ

各々の生活スタイル
に合わせた支援体制
を共に考えることで、
引き続き夫婦で行う
育児についての情報
提供に努める。

健康
づくり
課

子育て応
援ガイド
ブックの
配布

子育てに関する情報提
供を行う。

児童館、子育て支援セ
ンター、小学校、幼稚
園、保育園及び市役所
窓口等において、「子育
て応援ガイドブック」を
子育て世代を対象とし
て配布する。

「子育て応援ガイドブック」を
市役所窓口や児童館、子育
て支援センター等において
配布した。

Ａ
子育て支援制度の改
正に合わせ、随時更
新していく。

子育
て支
援課

男性の学
校行事
等への参
画促進

父親も進んで児童・生
徒の教育に関わりを持
ち、授業参観等の学校
行事への積極的な参加
を働きかけるよう、学校
を指導する。

運動会や体育祭などを
土日に開催することで、
父親を含めた保護者が
参加しやすいようにす
る。

運動会や体育祭などを土日
に開催することで、父親を含
めた保護者が参加しやすい
ようにした。

Ａ

多くの保護者が学校
行事に参加できるよ
う、土日に限らず、年
間行事の予定を工夫
する必要がある。

学校
教育
課

事業の実施状況 評価 課題・今後の方針実施計画
担当
課

推進項目 事業名 事業の目的・内容

男性の子
育て参加
への促進

【評価】
Ａ…計画どおり達成できた（９０％以上）
Ｂ…概ね計画どおり実施できた（70～90％未満）
Ｃ…一定程度実施できた（50～70％未満）
Ｄ…実施が不十分であった（50％未満）
Ｅ…未実施
－…新型コロナウイルス等やむを得ない理由により実
　　　施できなかった事業、実施の必要性がなかった
　　　事業 29 ※事業名【新規】の事業は、第六次計画より計画に掲載を開始した事業



保育所
親支援
事業の充
実

子どもの育ちや子どもの
関わりを学び、親として
の自覚と自信を高め、家
庭での養育力向上を図
るため、保護者の保育
参加を進める。

各保育施設において、
一日保育士体験など、
保育施設で実施する。

一日保育士体験をはじめと
した、保護者が保育に参加
することができる行事を実施
した。

Ａ

引き続き、保護者とと
もに子どもの育ちを支
援することができるよ
う取り組んでいく。

保育
課

PTA家
庭教育
学級の充
実

市民一人一人が生きが
いを持ち、社会の変化に
主体的に適応し、豊かな
充実した人生を過ごす
ために、社会・地域・健
康・趣味などの身近な問
題について学習する機
会を提供し、合わせて地
域づくりへの男女共同
参画を推進する。

ＰＴＡ活動見直しの動き
に合わせ、男女共同参
画をテーマとした家庭教
育学級の開設を「ハート
ピア２１」へ収斂させるこ
とも視野に入れながら、
家庭教育に関する学習
活動が、男女共同にお
いて活発に行われるよ
う、「家庭教育」の重要
性を各家庭への発信を
継続する。

PTA家庭教育学級を小中
学校5PTAで6回実施した。
また、ハートピア21を11月
30日（土）に実施し、92人の
参加者があった。

Ａ

男女共同参画を意識
しつつ、まずは興味を
もって参加してもらう
ため、引き続き検討を
行う。

生涯
学習
課

家庭教
育学級の
充実

学習機会を提供し、保
護者相互の連携や協力
を通じて、家庭教育の充
実を図る。

子育ての課題や問題に
ついて、男女共同で解
決できるための学習機
会（講演等含む）を、保
護者などと連携しながら
創出する。

家庭教育の一層の充実を図
り、家庭及び地域の教育力
の向上を図ることを目的に、
令和７年２月19日に、「子育
てハッピーセミナー～子ども
の自己肯定感を育む子育て
とは～」を開催した。

Ｃ

「男女共同で解決でき
る学習機会の創出」を
実施計画としている
が、講演会当日、参加
者全員が女性であっ
たため、課題が残る結
果となった。
父親経験者による父
親目線の講演テーマ
を取り入れることも検
討する。

生涯
学習
課

介護への
男性の参
画促進の
ための啓
発

女性に偏りがちな介護
の意識から、男女が共
に担う介護への転換を
図る。

男性にも受け入れやす
い案内の方法や講座の
内容を検討する。

7月17日に花王㈱に依頼し、
おむつ介助教室を実施。参
加者9人のうち男性3人の参
加があった。

Ａ

市や地域包括支援セ
ンターが訪問や相談
を実施する際、男性の
家族が関わっている
ケースでは、介護者の
集いや認知症サポー
ター養成講座等の参
加を積極的に案内す
る。

高齢
介護
課

介護者の
集いの開
催

要介護状態にある方を
介護している家族等に
対して、交流会や教室
等を開催し、少しでも精
神的負担の軽減を図れ
るよう支援する。

介護者が抱えている問
題を洗い出し、その解決
方法について模索する。

介護者が集うオレンジカフェ
を実施し、専門職が適時相
談に応じている。
令和６年度は52回開催し、
593名の参加があった。

Ｂ

北本市包括連携協定
を結んでいる北里大
学メディカルセンター
看護師が講師となり、
介護者のニーズに合
わせ、専門的な支援
を受けられるようにす
る。

高齢
介護
課

男性の介
護参加へ
の促進

男性の子
育て参加
への促進

推進項目 事業名 事業の目的・内容 実施計画 事業の実施状況 評価 課題・今後の方針
担当
課

【評価】
Ａ…計画どおり達成できた（９０％以上）
Ｂ…概ね計画どおり実施できた（70～90％未満）
Ｃ…一定程度実施できた（50～70％未満）
Ｄ…実施が不十分であった（50％未満）
Ｅ…未実施
－…新型コロナウイルス等やむを得ない理由により実
　　　施できなかった事業、実施の必要性がなかった
　　　事業 30 ※事業名【新規】の事業は、第六次計画より計画に掲載を開始した事業



２－３　女性のチャレンジ支援
２－３－①　女性の就業・起業への支援

女性活
躍に関す
る情報提
供

女性の再就職や起業の
ための情報提供や多様
な働き方についての啓
発を行う。

・国や県が主催する市
民又は企業向けの開催
情報について、男女共
同参画コーナーへチラシ
等を配架し周知を行う。
・ホームページで県の
「女性の働き方ポータル
サイト」の紹介を行い、
周知を行う。

・国や県が主催する市民又
は企業向けの講座等の開催
情報について、男女共同参
画コーナーへチラシ等を配架
し周知を行った。
・市ホームページで県の「女
性の働き方ポータルサイト」
の紹介を行い、周知を行っ
た。

Ａ
引き続き女性の起業
及び再就職支援に関
する情報提供を行う。

人権
推進
課

女性の起
業・再就
職支援

商工会と連携した相談
体制により支援を行うと
ともに、起業に関する支
援制度や講座、相談窓
口等についての情報提
供を行い、起業をめざ
す女性を支援する。ま
た、女性の再就職につ
いての講座の情報や相
談窓口の情報提供を行
う。

商工会と連携し商業支
援を行う。パンフレットの
配架やセミナーを実施
する。

商工会と連携した相談体制
により創業支援を行ったと
ともに、国や県からのパン
フレット等を課内に備え、
女性の起業支援について広
報及び周知を図った。埼玉
県との共催で在宅ワーカー
育成（WEB)セミナー、就職
支援セミナー（WEB)を実施
し、女性の就職支援を行っ
た。

Ａ

講座等へ、より女性
が参加しやすくなる
ための工夫、周知方
法の検討を図る。

産業
観光
課

無料職
業紹介
所の充実

地域で就職したい方を
対象に希望と能力に応
じた職業に速やかに就く
ことができるよう、きめ
細やかな相談を実施す
る。

週に2回、無料職業紹介
所を開設する。

市民の雇用の促進と商工業
の振興のための相談業務を
週2回実施し、女性の社会
参加を支援した。

Ａ

無料職業紹介所は令
和６年度で廃止し
た。今後は窓口にて
ハローワークの求人
情報の提供を常時実
施するほか、国や県
の支援制度の情報収
集を行い、チラシの
配架やホームページ
への掲載を行うこと
で市民や市内事業者
に対する支援を実施
する。

産業
観光
課

内職相
談の充実

内職に関する求人情報
の提供を始め、工賃やト
ラブル、苦情などの相談
を実施する。

週に2回、内職相談を実
施する。

内職に関する求人情報の提
供
と相談業務を週2回実施
し、家庭にいながらも社会
に参加する女性への支援を
行った。

Ａ

内職に関する求人情
報の提供と相談業務
を常時実施し、家庭
にいながらも社会に
参加する女性への支
援を行う。

産業
観光
課

事業の実施状況 評価 課題・今後の方針実施計画推進項目 事業名 事業の目的・内容

女性の就
業や起業
に対する
支援

担当
課

【評価】
Ａ…計画どおり達成できた（９０％以上）
Ｂ…概ね計画どおり実施できた（70～90％未満）
Ｃ…一定程度実施できた（50～70％未満）
Ｄ…実施が不十分であった（50％未満）
Ｅ…未実施
－…新型コロナウイルス等やむを得ない理由により実
　　　施できなかった事業、実施の必要性がなかった
　　　事業 31 ※事業名【新規】の事業は、第六次計画より計画に掲載を開始した事業



２－３－②　経済分野における女性の活躍推進に向けた支援

経済分野
における
女性の活
躍に関す
る情報発
信

女性の多
様な活躍
に向けた
情報発
信

起業、経営をはじめとす
る経済分野における女
性の参画の重要性を情
報紙やホームページ等
を通じて啓発し、女性の
経済分野への参画を促
進する。

・国や県が主催する市
民又は企業向けの講座
等の開催情報につい
て、男女共同参画コー
ナーへチラシ等を配架
し、周知を行う。
・ホームページで県の
「女性の働き方ポータル
サイト」の紹介を行い、
周知を行う。

・国や県が主催する市民又
は企業向けの講座等の開催
情報について、男女共同参
画コーナーへチラシ等を配架
し周知を行った。
・市ホームページで県の「女
性の働き方ポータルサイト」
の紹介を行い、周知を行っ
た。

Ａ

国、県及び市が企画
又は発信する情報を
積極的に市ホーム
ページ等に掲載し、経
済分野における女性
参画を促進する情報
をより一層周知する。

人権
推進
課

農業に従
事する女
性への支
援

多様化する労働形態に
対応し、働く意欲のある
女性が、家庭や地域で
の生活を大切にしなが
ら働き続けられるような
環境づくりを進める。

・県の「さいたま農村女
性アドバイザー」の周知
と認定の推進を行う。
・女性農業者視察研修
を行う。

県の要項に基づき、地域にお
いて積極的に農業経営に従
事し、農業における男女共同
参画を推進している女性農
業者を「さいたま農村女性ア
ドバイザー」として認定する
よう推進した。

Ｃ

「さいたま農村女性ア
ドバイザー」について
ホームページを通して
周知を図る。また、女
性農業者への事業拡
大に向けて女性部会
を設置し、事業拡大を
進める。

産業
観光
課

商工自
営業等に
従事する
女性への
支援

多様化する労働形態に
対応し、働く意欲のある
女性が、家庭や地域で
の生活を大切にしなが
ら働き続けられるような
環境づくりを進める。

商工会等と連携しなが
ら、商工自営業者等に
従事する女性への支援
を行う。

商工会への事業費の助成を
通して、同会女性部の広報
発行等の活動の支援を行っ
た。

Ｂ

商工会等と連携しな
がら、固定的な役割
分担意識の解消に向
けた取組の検討を進
める。

産業
観光
課

推進項目 事業名 事業の目的・内容

農商工・
自営業・
小規模事
業所に向
けた男女
共同参画
の啓発

担当
課

事業の実施状況実施計画 評価 課題・今後の方針

【評価】
Ａ…計画どおり達成できた（９０％以上）
Ｂ…概ね計画どおり実施できた（70～90％未満）
Ｃ…一定程度実施できた（50～70％未満）
Ｄ…実施が不十分であった（50％未満）
Ｅ…未実施
－…新型コロナウイルス等やむを得ない理由により実
　　　施できなかった事業、実施の必要性がなかった
　　　事業 32 ※事業名【新規】の事業は、第六次計画より計画に掲載を開始した事業



基本目標３　あらゆる暴力の根絶
３－１　暴力根絶のための意識啓発
３－１－①　意識啓発・広報の強化

DVを防
止するた
めの情報
発信・啓
発活動

シンフォニーや広報紙、
パネル展などで、女性に
対する暴力防止の啓発
を進める。また、デートD
Ｖについて啓発事業を
検討する。

・男女共同参画情報紙
「シンフォニー」へＤＶに
関する相談窓口を掲載
する。
・女性に対する暴力をな
くす運動パネル展にお
いて、DV及びデートＤＶ
防止啓発のためのパネ
ル展示及びチラシ等の
配架を行う。
・パープルリボンキャン
ペーンで、パープルリボ
ンの貼付及びパープル
ライトアップを市内事業
所と協働で実施し、暴力
防止の啓発を行う。
・成人式でデートＤＶに
関する啓発カードを配
布する。

・男女共同参画情報紙「シン
フォニー」へＤＶに関する相
談窓口を掲載した。
・１１月２７日（水）～１２月３日
（火）に女性に対する暴力を
なくす運動パネル展を開催
し、DV及びデートＤＶ防止啓
発のためのパネル展示及び
チラシ等の配架を行い、暴力
防止のための啓発を行った。
・１１月１２日（火）～同月２５
日（月）にパープルリボンキャ
ンペーンを実施し、市職員及
び市内協力事業所の職員の
名札にパープルリボンを貼
付した。また、パープルライト
アップを実施し、暴力防止の
啓発を行った。
・成人式で約５００名の新成
人へデートＤＶに関する啓発
カードを配布した。

Ａ

引き続き男女共同参
画情報紙「シンフォ
ニー」や広報紙、パネ
ル展等さまざな方法
により、暴力防止の啓
発を行う。

人権
推進
課

女性に対
する暴力
をなくす
運動の推
進【新
規】

女性に対する暴力をな
くす運動を推進すること
で、DVは人権侵害であ
り、解決すべき問題であ
るという認識を一人一
人が持ているよう啓発
を図る。

・女性に対する暴力をな
くす運動の開催につい
て、チラシを作成し、公
共施設等へ配架する。
また、広報、ホームペー
ジ等で周知を行う。
・パープルリボンキャン
ペーンを実施し、市職員
及び協力事業所の職員
の名札にパープルリボン
を貼付する。また、建物
等を紫色にライトアップ
するパープルライトアッ
プを実施する。
・市内協力事業所を1者
増やす。

・女性に対する暴力をなくす
運動のチラシを作成し、各公
共施設へ配架した。
・広報、ホームページ、ＳＮＳ
で周知を行った。
・パープルリボンキャンペー
ンを実施し、市職員及び協
力事業所の職員の名札に
パープルリボンを貼付した。
・新たに、地域包括支援セン
ター（社会福祉協議会、西セ
ンター、東センター、きたもと
寿苑）がパープルリボンキャ
ンペーンに参加した。
・１１月１２日（火）～同月２５
日（月）に庁舎、北本駅ロー
タリー、市内協力事業者（埼
玉りそな銀行北本支店、埼
玉縣信用金庫北本支店、武
蔵野銀行北本支店、北本郵
便局、株式会社矢口造園
（北本総合公園）において
パープルライトアップを実施
した。

Ａ

女性に対する暴力を
なくす運動の推進に
向けて、周知方法の
検討を行う。

人権
推進
課

担当
課

暴力防止
に向けた
意識啓
発・広報
の充実

推進項目 事業名 事業の目的・内容 事業の実施状況 評価 課題・今後の方針実施計画

【評価】
Ａ…計画どおり達成できた（９０％以上）
Ｂ…概ね計画どおり実施できた（70～90％未満）
Ｃ…一定程度実施できた（50～70％未満）
Ｄ…実施が不十分であった（50％未満）
Ｅ…未実施
－…新型コロナウイルス等やむを得ない理由により実
　　　施できなかった事業、実施の必要性がなかった
　　　事業 33 ※事業名【新規】の事業は、第六次計画より計画に掲載を開始した事業



・女性に対する暴力をな
くす運動パネル展にお
いて、若年層に向けたパ
ネルの展示等を行う。
・4月の若年層性暴力被
害予防月間に市ホーム
ページで相談窓口の周
知を行う。
・成人式でデートＤＶに
関する啓発カードを配
布する。

・女性に対する暴力をなくす
運動パネル展において、デー
トＤＶ防止啓発パネルの展示
やチラシ等の配架を行った。
・４月の若年層性暴力被害
予防月間に市ホームページ
で相談窓口の周知を行っ
た。
・成人式で約５００名の新成
人にデートＤＶに関する啓発
カードを配布した。

Ａ
引き続き、機会を捉
え、若年層に向けた啓
発を行う。

人権
推進
課

デートDVや性被害の啓
発に係る資料等を各校
へ送付し、防止に努め
る。

デートＤＶや性被害の啓発に
係る資料等を各校へ送付
し、防止に努めた。

Ａ

教育相談推進委員会
やさわやか相談員ｊ研
修会資料としても配
布し、今後も啓発を継
続していく。

学校
教育
課

３－１－②　地域における暴力防止対策の推進

人権擁護委員をはじ
め、全市民に向けて暴
力を許さないという意識
の浸透を図るため、女性
に対する暴力をなくす運
動を実施及び周知す
る。

パープルリボンキャンペーン
及び女性に対する暴力をな
くす運動の実施について、チ
ラシ、市ホームページ及びＳ
ＮＳで周知を行った。また、
パープルリボンキャンペーン
及び女性に対する暴力をな
くす運動の周知チラシ、ＤＶ
防止啓発チラシを人権擁護
委員に配布した。

Ａ
引き続き、市民団体
等へ暴力防止啓発を
行う。

人権
推進
課

担当課と連携しながら、
啓発の機会を検討す
る。

自治会連合会理事会でリー
フレットを配布するなど自治
会を対象とした啓発を実施
した。

Ａ
引き続き、担当課と連
携しながら、啓発の機
会を検討する。

くらし
安全
課

農業委員会や商工会に
むけて暴力防止の啓発
を行う。

農業委員会定例総会時に、
「DVのない社会に！」のチラ
シ配布と啓発を行った。

Ｃ

引き続き、各種団体の
会議や研修、イベント
の場を利用する等、啓
発活動を実施する。

産業
観光
課

民生委員・児童委員、老
人クラブに対し、機会を
捉え暴力防止の啓発を
行い、暴力を許さないと
いう意識の浸透を図る。

北本市老人クラブ連合会主
催の歌謡お笑いショーにお
いて、来場者にＤＶ啓発チラ
シを配布。10月、民生委員
全員にＤＶ啓発チラシを配
布。暴力を許さないという意
識の浸透を図った。

Ａ
機会を捉え暴力防止
の啓発を継続してい
く。

共生
福祉
課

地域にお
ける暴力
防止対策
の推進

自治会、
市民団

体等への
情報発

信

自治会、農業委員会、商
工会、人権擁護委員、民
生委員・児童委員、老人
クラブなどの市内の団
体や市内事業所などに
向けて、暴力防止の啓

発を行い、暴力を許さな
いという意識の浸透を

図る。

推進項目 事業名 事業の目的・内容
担当
課

事業の実施状況 評価 課題・今後の方針

若年層に
向けた広
報・啓発
の充実
【新規】

デート
DV・性
被害の防
止に向け
た若年層
への広
報・啓発
【新規】

中高生を始めるとする
若年層に向けて、デート
DVや性被害に関する広
報や啓発活動を行い、
これらの防止を図る。

実施計画

推進項目 事業名 事業の目的・内容 実施計画 事業の実施状況 評価 課題・今後の方針
担当
課

【評価】
Ａ…計画どおり達成できた（９０％以上）
Ｂ…概ね計画どおり実施できた（70～90％未満）
Ｃ…一定程度実施できた（50～70％未満）
Ｄ…実施が不十分であった（50％未満）
Ｅ…未実施
－…新型コロナウイルス等やむを得ない理由により実
　　　施できなかった事業、実施の必要性がなかった
　　　事業 34 ※事業名【新規】の事業は、第六次計画より計画に掲載を開始した事業



３－２　相談体制の充実
３－２－①相談体制の充実

庁内各
課と連携
したDV
相談の実
施

DV被害者が適切な相
談を受けることができる
よう、庁内各課及び関係
機関との連携を図る。

戸籍担当課、子育て支
援担当課、高齢福祉担
当課及び学校教育担当
課等の庁内関係各課、
並びに関係機関と連携
して、DV被害者の支援
相談等を行う。

庁内の関係各課、並びに関
係機関と連携して、DV被害
者の支援を行った。

Ａ

関係各課及び機関と
のさらなる連携を進
め、窓口の充実を図
る。また、庁内におけ
る窓口の役割分担等
の効率化に向けた検
討を行う。

人権
推進
課
関係
各課

相談窓
口の周知

さまざまな機会を通じ
て、相談窓口の周知を
行うことで、早期の相談
を促し、暴力被害が長
期化し被害者が困難な
状況に陥ることを防止す
る。

・女性に対する暴力をな
くす運動において、相談
窓口の周知を行う。
・市役所の男女共同参
画コーナー及び市役所
トイレに相談窓口に関す
るカードを配架し、周知
を行う。
・男女共同参画情報紙
「シンフォニー」に相談窓
口の案内を掲載する。
・相談窓口について、市
ホームページに掲載し、
周知を行う。

・１１月２７日（水）～１２月３日
（火）に実施した、女性に対す
る暴力をなくす運動パネル
展の会場に、性被害やDVの
相談窓口を案内するカード
を配架し周知を行った。
・市役所の男女共同参画
コーナー及び市役所トイレに
相談窓口に関するカードを
配架し、周知を行った。
・男女共同参画情報紙「シン
フォニー」に相談窓口の案内
を掲載した。
・相談窓口について、市ホー
ムページに掲載し、周知を
行った。

Ａ

引き続き、様々な手段
や機会により、市民に
対してさらなる周知を
図る。

人権
推進
課
関係
各課

家庭児
童相談の
充実

子育てに悩む両親の育
児不安を解消するため
の相談を充実させる。家
庭における児童の福祉
について、市民の相談に
応じ、望ましい子育てに
ついて助言、指導を行
う。

・家庭における児童の福
祉について、市民や関
係機関の相談に対応す
る。
・保護者及び児童に不
利益が生じないように、
適時アセスメントを実施
し、相談に対応する。

家庭における児童の福祉に
ついて、市民や関係機関の
相談に対応した。保護者及
び児童に不利益が生じない
ように、適時アセスメントを
実施し、相談に対応した。

Ａ
適切な支援を行える
よう、関係課及び関係
機関との連携を図る。

子育
て支
援課

教育相
談の充実

電話や面接による教育
相談を充実させ、教育、
人権、育児等について
の保護者や児童・生徒
の悩み解消を支援す
る。

県配置のスクールカウン
セラー、各中学校のさわ
やか相談員、市教育セ
ンターのカウンセラーに
よる相談を実施する。各
小・中学校においては、
教育相談期間を設け、
児童生徒の状況に応じ
た相談活動を実施す
る。その他、各学校では
毎月１回、なかよしアン
ケート（小学校）及び学
校生活アンケート（中学
校）を実施する。

・県配置のスクールカウンセ
ラー、各中学校のさわやか相
談員、市教育センターのカウ
ンセラーによる相談を実施し
た。
・各小・中学校においては、
教育相談期間を設け、児童
生徒の状況に応じた相談活
動を実施した。
・スクールソーシャルワー
カーを活用して相談を必要
とする児童・生徒・保護者に
対応を行った。
・その他、各学校では、毎月１
回、なかよしアンケート（小学
校）及び学校生活アンケート
（中学校）を実施した。

Ａ

児童生徒の状況に合
わせ、アンケートや面
談等で実態を把握し
たり、関係機関と連携
を図ったりしながら、
よりよい解決に努めて
いく。

学校
教育
課

担当
課

相談窓口
の充実と
関係機関
の連携

事業の実施状況 評価 課題・今後の方針実施計画推進項目 事業名 事業の目的・内容

【評価】
Ａ…計画どおり達成できた（９０％以上）
Ｂ…概ね計画どおり実施できた（70～90％未満）
Ｃ…一定程度実施できた（50～70％未満）
Ｄ…実施が不十分であった（50％未満）
Ｅ…未実施
－…新型コロナウイルス等やむを得ない理由により実
　　　施できなかった事業、実施の必要性がなかった
　　　事業 35 ※事業名【新規】の事業は、第六次計画より計画に掲載を開始した事業



女性相
談の実施

専門の女性相談員によ
る相談を行う。また、必
要に応じて専門機関を
紹介する。

専門の女性相談員によ
る相談を月３回、年間
36回実施する。

女性相談を月３回、年間３６
回実施した。相談は65件
で、ＤＶの相談件数は４件で
あった。

Ａ

相談を必要としている
人が、本相談の機会
を認知し相談を受け
られるよう、引き続き
周知を図る。

人権
推進
課

各種相
談の実施

市民が抱える様々な問
題に対して、適切な助言
を行う。

市民相談、法律相談、消
費生活相談等の窓口を
開設し、各種相談を行
う。

次の通り各相談業務を実施
した。
・市民相談（月～金曜日）
31件
・消費生活相談（月～金曜
日）　421件
・法律相談（毎週水曜日　弁
護士、第1・3金曜日　司法書
士）　270件
・行政相談（第4水曜日）　3
件
・不動産相談（第2金曜日）
12件

Ａ
各相談窓口の開設を
継続していく。

市民
課

国や県主催のDV被害
者相談対応に関する研
修を受講する。

担当職員が国や県主催の
DV被害者相談対応に関す
る研修を受講した。

Ａ

相談者の状況に応じ
て適切な対応ができ
るよう、研修の参加及
び最新の情報収集等
に努める。

人権
推進
課

埼玉県等が実施する相
談担当職員の研修会に
参加し、最新の法律等
の知識を習得する。

次の通り研修、情報交換会
議に参加した。
・消費生活相談研修　延べ
32回
・高齢者見守りネットワーク
連絡会　1回

Ａ

社会情勢に応じて多
様化する相談内容に
対応するため、研修、
情報収集を行い、職
員及び消費生活相談
員の対応能力の向上
に努める。

市民
課

男性被
害者に向
けた相談
機会の拡
充

男性のDＶ被害者が相
談を利用しやすいよう、
男性専用の利用時間帯
や窓口、電話相談の設
置など、検討を行う。

・男性のDV被害者支援
のため、相談窓口設置
の検討を行う。
・県の実施する男性相
談について、周知を行
う。

・男性の相談について、近隣
市の状況を確認した。
・県の男性相談について、
ホームページ及び男女共同
参画情報紙「シンフォニー」
にて周知を行った。

Ｂ

・引き続き、男性のＤ
Ｖ被害者が相談を利
用しやすいよう、男性
専用の窓口等の設置
の検討を進める。
・既存の窓口において
も相談は受付けてい
るため、相談を必要と
している男性被害者
が、相談の機会を認
知し相談を受けられ
るよう、周知を進め
る。

人権
推進
課

相談しや
すい体制
の整備

相談員や相談担当職員
を研修に派遣し、最新の
情報に基づいた適切な
相談を実施する。

推進項目 事業名 事業の目的・内容 実施計画 事業の実施状況

相談員の
相談技
術向上

評価 課題・今後の方針
担当
課

【評価】
Ａ…計画どおり達成できた（９０％以上）
Ｂ…概ね計画どおり実施できた（70～90％未満）
Ｃ…一定程度実施できた（50～70％未満）
Ｄ…実施が不十分であった（50％未満）
Ｅ…未実施
－…新型コロナウイルス等やむを得ない理由により実
　　　施できなかった事業、実施の必要性がなかった
　　　事業 36 ※事業名【新規】の事業は、第六次計画より計画に掲載を開始した事業



３－３　暴力被害者の保護・支援
３－３－①被害者の安全確保・緊急避難体制の確保

警察署及び緊急一時保
護施設との連携を図り、
被害者の安全を確保す
る。

緊急一時保護を行う際
に、警察署及び一時保
護施設との連携を図り、
被害者の安全を確保す
る。

緊急一時保護の対象となる
案件はなかった。

―
緊急時に十分な対応
が常時可能となる人
員体制の確保を行う。

人権
推進
課

緊急一時保護等の被害
者に対して、生活保護制
度の適切な運用を図る。

緊急一時保護等の被害
者に対して、生活保護制
度の適切な運用を図る。

関係機関と連携を図り、必要
に応じて婦人相談センター
入所者への生活保護を適用
する（０件／年）。

―
引き続き関係機関と
連携し事業を継続す
る。

共生
福祉
課

DＶ被害者が同伴する
子どもの安全の確保に
ついて、関係機関と連携
を図り、適切に対応す
る。

警察等の関係機関と連
携を図り、保護者及び
児童に不利益が生じな
いよう相談に対応すると
ともに安全を確保する。

保護者及び児童に不利益が
生じないように、適時アセス
メントを実施し、関係機関と
の連携し、相談に対応した。

Ａ
保護者及び児童の心
理状況へ配慮した対
応を行う。

子育
て支
援課

被害者の
子どもに
関する安
全の確保

DＶ被害者が同伴する
子どもの安全の確保に
ついて、関係機関と連携
を図り、適切に対応す
る。

相談者の心理状態に十
分に配慮し、適切に対応
する。

相談者の心理状態に十分に
配慮した。

Ａ

今後も子どもの安全
確保について、組織で
対応することを教職
員間で共通理解を
図っていく。

学校
教育
課

DＶ対策
連携会
議の開催

DＶ被害者の保護及び
被害者の自立に向けて
の支援を円滑に行うこと
ができるよう、庁内各課
の連携を図る。

DV対策連携会議を1回
以上開催する。

DV対策連携会議を1回開催
し、庁内各課の連携を図っ
た。

Ａ

ＤＶ対策連携会議を
開催し、関係各課との
情報共有を促進し、Ｄ
Ｖ対策における庁内
連携の強化を図る。

人権
推進
課
関係
各課

要保護
児童対
策地域
協議会の
充実

要保護児童の適切な保
護を図るため、児童福
祉法第25条の2第1項
に規定する要保護児童
対策地域協議会を設置
する。

保護者及び児童に不利
益が生じないよう、適時
アセスメントを実施し、
関係機関との連携及び
相談に対応する。代表
者会議を年1回、実務者
会議を年4回実施する。

保護者及び児童に不利益が
生じないように、適時アセス
メントを実施するとともに、関
係機関と連携し、相談に対応
した。代表者会議を１回、実
務者会議を４回実施した。

Ａ
保護者及び児童の心
理状況へ配慮した対
応を行う。

子育
て支
援課

暴力被害
者の緊急
時安全確
保と対応

推進項目 事業名 事業の目的・内容 事業の実施状況 評価 課題・今後の方針

暴力被
害者の緊
急時安
全確保と
対応

担当
課

実施計画

【評価】
Ａ…計画どおり達成できた（９０％以上）
Ｂ…概ね計画どおり実施できた（70～90％未満）
Ｃ…一定程度実施できた（50～70％未満）
Ｄ…実施が不十分であった（50％未満）
Ｅ…未実施
－…新型コロナウイルス等やむを得ない理由により実
　　　施できなかった事業、実施の必要性がなかった
　　　事業 37 ※事業名【新規】の事業は、第六次計画より計画に掲載を開始した事業



DＶ被害者の、市役所で
の諸手続きが安全かつ
迅速に行えるよう窓口に
同行し支援する。

DV被害者が市役所で
の手続きを行う際に、同
行支援を行う。

DV被害者が市役所での手
続きを行う際に、同行支援を
行った。

Ａ
引き続き被害者の届
出手続きが円滑に行
えるように取り組む。

人権
推進
課

・相談時には、窓口では
なく相談室を確保し、支
援措置職員が対応す
る。
・前住所・本籍・前本籍
等他市町村と連絡を取
り合いながら支援措置
を実施していく。

相談機関等の意見に基づ
き、住民基本台帳法上の支
援措置を行った。

Ａ

支援の延長・終了届
が期限内に提出され
ないケースが多くある
ため、再通知や電話
連絡等を頻繁に行っ
ており、その対応に苦
慮している。
今後、必要書類を期
限内に提出していた
だけるよう申請や延
長時に再度確認を行
う等の適切な対応を
行っていく。

市民
課

保護者及び児童に不利
益が生じないよう、適時
アセスメントを実施し、
関係機関との連携及び
相談に対応する。

保護者及び児童に不利益が
生じないように、適時アセス
メントを実施し、関係機関と
の連携し、相談に対応した。

Ａ
保護者及び児童の心
理状況へ配慮した対
応を行う。

子育
て支
援課

諸手続きの迅速化と適
切な情報管理を行うた
めの対応マニュアルを
担当課内に備え付け、
受け入れ体制を整える。

諸手続きの迅速化と適切な
情報管理を行うための対応
マニュアルを担当課内に備
え付け、受け入れ態勢を整
えた。

Ａ

今後も子どもの安全
の確保のために、関係
機関との連携を慎重
かつ適切に図る。

学校
教育
課

被害者等
の届出手
続きに関
する支援

被害者
等の届出
手続きに
関する支
援 DＶ被害者の諸手続き

を安全かつ迅速に行う。

推進項目 事業名 事業の目的・内容 実施計画 評価 課題・今後の方針
担当
課

事業の実施状況

【評価】
Ａ…計画どおり達成できた（９０％以上）
Ｂ…概ね計画どおり実施できた（70～90％未満）
Ｃ…一定程度実施できた（50～70％未満）
Ｄ…実施が不十分であった（50％未満）
Ｅ…未実施
－…新型コロナウイルス等やむを得ない理由により実
　　　施できなかった事業、実施の必要性がなかった
　　　事業 38 ※事業名【新規】の事業は、第六次計画より計画に掲載を開始した事業



３－３－②被害者の自立支援

DＶ被害者の自立に向
けて、関係機関との連携
を図り、必要に応じて同
行支援を行い、被害者
の早期の自立を目指
す。

自立に向けて、関係機
関との連携を図る。ま
た、必要に応じて同行支
援を行う。

被害者の自立に向けて、関
係機関との連絡調整を行っ
た。

Ａ

案件に応じて適切に
被害者支援を行い、
被害者の早期の自立
を目指す。

人権
推進
課

DＶ被害者の自立に向
けて、届出手続きを適切
に行う。

被害者の意思を大事に
しながら関係機関と連
携をし自立を目指して
いく。

相談機関等の意見に基づ
き、住民基本台帳法上の支
援措置を行った。

Ａ

被害者の意思を尊重
しながら、支援措置の
終了に向けて関係機
関と連携し適切な手
続きを行っていく。

市民
課

DＶ被害者の自立に向
けて、生活保護制度の
適切な運用を図る。

DＶ被害者の自立に向
けて、生活保護制度の
適切な運用を図る。

関係機関と連携を図り、必要
に応じてDV被害者への生
活保護を適用する（1件／
年）。

Ａ
引き続き関係機関と
連携し事業を継続す
る。

共生
福祉
課

手当の申請等の手続き
を適切に行う。また、必
要に応じてDＶ被害者が
同伴する子どもの相談
を行う。

保護者及び児童に不利
益が生じないように、関
係機関と連携を図り、対
応する。

保護者及び児童に不利益が
生じないように、適時アセス
メントを実施し、関係機関と
連携し、相談に対応した。

Ａ
保護者及び児童の心
理状況へ配慮した対
応を行う。

子育
て支
援課

保育所入所の相談、手
続き等を適切に行う。

関連部署と連携を行
い、保育施設利用につ
ながるよう配慮する。

被害者に同伴する児童の保
育所入所手続について、関
連部署と連携し、迅速に対応
した。

Ａ

引き続き、関連部署と
の連携を図り、被害者
及び児童の心理状況
に配慮した対応を行
う。

保育
課

被害者が同伴する児童
の就学等に速やかに対
応するとともに、児童に
対し学校と連携して適
切な心のケアを行う。ま
た、転校先や居住地等
の情報の適切な管理を
行い学校において安全
確保に努める。

関係機関との慎重かつ
適切な連携を図る。児
童生徒が安心して学校
生活が送れるよう学校
と連携する。

それぞれの状況に合わせ、
関係機関との慎重かつ適切
な連携をするとともに、児童
生徒が安心して学校生活を
送ることができるよう、学校
と連携した。

Ａ

児童生徒が安心した
学校生活が送れるよ
う、適切な心のケアを
行い、関係各所と連
携を図っていく。

学校
教育
課

事業の実施状況 評価 課題・今後の方針推進項目 事業名 事業の目的・内容

被害者の
自立に関
する支援
の充実

担当
課

被害者の
自立に関
する支援
の充実

実施計画

【評価】
Ａ…計画どおり達成できた（９０％以上）
Ｂ…概ね計画どおり実施できた（70～90％未満）
Ｃ…一定程度実施できた（50～70％未満）
Ｄ…実施が不十分であった（50％未満）
Ｅ…未実施
－…新型コロナウイルス等やむを得ない理由により実
　　　施できなかった事業、実施の必要性がなかった
　　　事業 39 ※事業名【新規】の事業は、第六次計画より計画に掲載を開始した事業



基本目標４　安心・安全に暮らせる環境づくり
４－１　防災・防犯分野における男女共同参画の推進
４－１－①　男女共同参画の視点に立った防災・防犯体制の充実

自主防
災組織や
消防団
等への女
性の参画
促進

地域防災組織の結成と
育成を図る。また、自主
防災組織に対し、防災
対策における男女の
ニーズの違いや女性・乳
幼児・高齢者等への配
慮の必要性など、男女
共同参画の視点の必要
性について啓発に努め
る。

防災訓練の打合せや出
前講座などの場面で、
周知を行う。

防災訓練の打合せや出前講
座などの場面で、周知に努
めた。

Ａ
他の機会で周知に努
める。

くらし
安全
課

防災分
野におけ
る女性
リーダー
の育成
【新規】

防災対策、避難所運営
及び被災地対応等にお
いて女性の視点を取り
入れることの重要性や、
各場面における女性の
活動方法等を周知する
ことで、防災分野におけ
る男女ともに参画するこ
とを推進する。

避難所対応職員を3名
配置しており、うち1名は
女性職員としている。こ
の体制の維持に努め
る。

避難所対応職員を3名配置
しており、うち1名は女性職
員としている。

Ａ 体制維持に努める。
くらし
安全
課

避難所
運営等へ
の女性の
参画促
進

災害対策及び復興対応
において、女性のニーズ
を反映した対策を進め
るため、男女共同参画
の視点から検討を行う。

防災訓練の打合せや出
前講座などの場面で、
周知を行う。

避難所開設訓練の中で、男
女が協力した避難所運営を
周知した。

Ａ 継続に努める。
くらし
安全
課

男女共
同参画の
視点に
立った避
難所づく
り【新規】

更衣室やトイレ、物干し
場など、男女双方の視
点に立った避難所の設
営や防犯対策を行う。

男女双方の視点に立っ
た避難所開設マニュア
ルへの記載及び避難所
開設訓練でのレイアウト
作成を行う。

ジェンダー視点を取り入れた
避難所開設マニュアルの改
訂及び避難所開設訓練での
レイアウト作成を行った。

Ａ 継続に努める。
くらし
安全
課

自主防
犯団体の
活動支
援

地域防犯推進委員、自
主防犯組織等の地域防
犯組織の活動支援を行
うとともに、犯罪の起こ
りにくい環境整備を進
める。また、未然防止へ
の周知を図る。

・地域防犯推進委員及
び自主防犯団体の活動
を周知するため、活動内
容等を市ホームページ
に掲載する。
・自主防犯団体などの防
犯活動を支援するため、
防犯用品を配付する。

・地域防犯推進委員や自主
防犯団体の活動を周知する
ため、活動内容等を市ホー
ムページに継続して掲載す
るとともに、市広報に自主防
犯団体の活動内容等を掲載
した。
・自治会等からの要望に基
づき、防犯用品を配付した。

Ａ 継続に努める。
くらし
安全
課

防犯意
識の高揚
に向けた
啓発

警察や防犯協会と連携
し、防犯指導や啓発活
動を進め、防犯意識の
高揚を図る。

・警察から情報提供を
受けた犯罪情報などを
市広報に掲載する。
・関係機関と連携し、啓
発活動を行う。

・警察等から情報提供を受
けた犯罪情報等を市広報に
掲載した。
・関係機関と連携し、特殊詐
欺防止等の啓発活動を行っ
た。

Ａ 継続に努める。
くらし
安全
課

自主防災
組織や消
防団活動
等におけ
る男女共
同参画の
推進

男女共同
参画の視
点に立っ
た避難所
運営の促
進

男女共同
参画の視
点に立っ
た防犯体
制の整備

推進項目 事業名 事業の目的・内容
担当
課

事業の実施状況実施計画 評価 課題・今後の方針

【評価】
Ａ…計画どおり達成できた（９０％以上）
Ｂ…概ね計画どおり実施できた（70～90％未満）
Ｃ…一定程度実施できた（50～70％未満）
Ｄ…実施が不十分であった（50％未満）
Ｅ…未実施
－…新型コロナウイルス等やむを得ない理由により実
　　　施できなかった事業、実施の必要性がなかった
　　　事業 40 ※事業名【新規】の事業は、第六次計画より計画に掲載を開始した事業



４－１－②　防災分野の政策決定過程への女性の参画促進

防災に関
する委員
会等への
女性の参
画促進

防災分
野の協議
会・審議
会等への
女性の参
画促進
【新規】

防災分野における女性
の政策決定過程への参
加を拡大するため、協議
会・審議会等への女性
の参画を促進する。

任期が令和5年2月から
令和7年1月までとなっ
ており、今年度委員の委
嘱があるため、自主防
災会などの住民関係の
委員に周知を行う。

北本市防災会議委員の推薦
依頼の際に、男女共同参画
の推進について周知し、女性
委員の推薦について依頼し
た。

Ａ

促進に努める。
企業は、あて職での
委嘱のため、参画の
促進が難しい。

くらし
安全
課

４－２　健康で安心して暮らせる環境整備
４－２－①　誰もが安心して暮らし続けるための支援

ひとり親
家庭等
医療費
支給事
業

ひとり親家庭等に対し、
医療費の一部を支給す
ることにより、ひとり親家
庭等の生活の安定と自
立を支援し、もってひと
り親家庭等の福祉の増
進を図る。

・市ホームページ等で制
度の周知を図る。
・申請を受けた場合は審
査を行い、支給の可否
を決定する。対象者の
医療費の一部を支給す
る。
・11月に広報きたもと、
対象者に通知等で周知
し、現況届を実施する。
・12月中に新しい受給
者証を発送する。

市ホームページ等で制度の
周知を図った。医療保険制
度で医療機関にかかった場
合に、原則として支払った医
療費の一部を支給した。受
給件数は、12,833件であっ
た。11月に広報きたもとに掲
載し、対象者に通知等で周
知を図り現況届を実施した。
12月中に新しい受給者証を
発送した。

Ａ

引き続き必要とする
人が利用できるよう、
制度の周知徹底を図
る。

子育
て支
援課

児童扶
養手当
支給事
業

ひとり親家庭等の児童
の心身の健やかな成長
に寄与するため、手当を
支給し福祉の増進を図
る。

・市ホームページ等にお
いて制度の周知を図る。
・申請を受けた場合は審
査を行い、支給の可否
を決定する。支給対象
者に手当を支給する。
・８月に広報きたもとで
現況届の案内を周知す
るとともに、個別に案内
を郵送する。提出された
届出について、審査を行
い結果を送付する。

市ホームページ等において
制度の周知を図った。
父母の離婚又は死亡によっ
て父母のいずれかと生計を
同じくしていない子を監護す
る場合、一定程度の障がい
のある父母が子を監護する
場合等において、支給した。
支給件数は延べ5,866件で
あった。８月に広報きたもと
で現況届の案内を周知する
とともに、個別に案内を郵送
し、子育て支援課窓口で手
続きをしてもらった。

Ａ

引き続き必要とする
人が利用できるよう、
制度の周知徹底を図
る。

子育
て支
援課

ひとり親
家庭等
日常生
活支援
事業

ひとり親家庭及び寡婦
が、修学等の自立を促
進するために必要な事
由や疾病などの事由に
より生活援助等が必要
な場合、又は生活環境
等の激変により、日常生
活を営むのに支障が生
じている場合に、その生
活を支援するヘルパー
を派遣して、ひとり親家
庭等の生活の安定及び
福祉の増進を図る。

市ホームページ等で制
度の周知を図る。必要と
思われる方に、制度の
案内を行う。申請を受け
た場合は審査を行い、
利用の可否を決定す
る。

必要と思われる方に対し、
ホームページや市役所窓口
等で、制度案内を行った。利
用件数は0件だった。

Ｂ

引き続き必要とする
人が利用できるよう、
制度の周知徹底を図
る。

子育
て支
援課

推進項目 事業名 事業の目的・内容
担当
課

担当
課

事業の目的・内容 事業の実施状況 評価推進項目 事業名

ひとり親
家庭等へ
の支援

事業の実施状況 評価 課題・今後の方針実施計画

実施計画 課題・今後の方針

【評価】
Ａ…計画どおり達成できた（９０％以上）
Ｂ…概ね計画どおり実施できた（70～90％未満）
Ｃ…一定程度実施できた（50～70％未満）
Ｄ…実施が不十分であった（50％未満）
Ｅ…未実施
－…新型コロナウイルス等やむを得ない理由により実
　　　施できなかった事業、実施の必要性がなかった
　　　事業 41 ※事業名【新規】の事業は、第六次計画より計画に掲載を開始した事業



母子生
活支援
施設への
入所措
置

配偶者のない女子等及
びその者の養育すべき
児童を入所させて、これ
らの者を保護する。母子
生活支援施設では居室
を提供するほか、生活
上の心配事や仕事の
事、子どもの教育の事
等の問題解決の相談を
行う。

必要と思われる方に対
し、窓口等で制度案内
を行う。

必要と思われる方に対し、市
役所窓口や相談に対応する
なかで制度案内を行った。利
用件数は０件であった。

Ｂ

引き続き、必要とする
人が利用できるよう、
制度の周知徹底を図
る。

子育
て支
援課

ひとり親
家庭高
等職業
訓練促
進給付
金等事
業

ひとり親家庭の親の就
業に有利な資格の取得
を促進するため、修学期
間の一定期間等につい
て、高等職業訓練促進
費等を支給する。

・必要と思われる方に対
し、窓口等で制度案内
を行う。
・申請を受けた場合は審
査を行い、支給の可否
を決定する。
・支給対象者からの請
求に対し、給付金を支給
する。

ひとり親家庭の親の就業に
有利な資格の取得を促進す
るため、制度の周知を行っ
た。また、申請者の支給決定
に際し審査を行い、修学期
間の一定期間等について、
高等職業訓練促進費等を延
べ12人に支給した。

Ａ

引き続き必要とする
人が利用できるよう、
制度の周知徹底を図
る。

子育
て支
援課

小中学
校におけ
る要保
護・準要
保護家
庭に対す
る補助事
業

ひとり親家庭の親が安
心して子どもを育てるこ
とができるよう、また経
済的な理由で就学の機
会が失われることのない
ように、学校教育に必要
な経済的な援助を行う。
ひとり親家庭に対する経
済的な支援を行うことに
より、安心して生活でき
る環境を作り、併せて女
性が働き続けることので
きる環境作りを推進す
る。

就学援助に関する実施
要綱に基づき、就学援
助を行う。また、制度の
周知徹底のため、各家
庭に通知を配布する。

就学援助に関する実施要項
に基づき、就学援助を行っ
た。制度の周知徹底のため、
各家庭に通知を配布した。

Ａ

就学援助を必要とし
ている家庭に制度を
利用してもらえるよう
に、制度の周知徹底
を図っていく。

学校
教育
課

介護予
防教室
等の開催

要介護状態になることを
予防することにより、健
康な高齢者を増加させ
るとともに、介護保険制
度の運営を円滑にする。
介護予防事業や啓発活
動等を行う。

これまで介護予防に参
加して来なかった方に
も、その有用性を訴え、
広く参加者を募る。

介護予防の会を21回実施、
延べ222人が参加。若返り
運動教室2か所10回延183
人参加。高齢者学級2回延
べ41人参加。介護予防の必
要性と啓発を行った。

Ａ
継続可能な介護予防
事業を行うことが課
題。

高齢
介護
課

啓発パン
フレット
の作成・
配布

介護保険制度の趣旨普
及・啓発を図る。

適時、介護保険制度の
趣旨普及・啓発を図る。

要介護認定申請時にパンフ
レットを配布した。新たに第1
号被保険者となった方に介
護保険ミニガイドを配布し
た。

Ａ
介護保険制度を周知
し、適切なサービスに
繋げられるよう努める

高齢
介護
課

介護保
険制度に
ついての
出前講
座の開催

介護保険制度の趣旨普
及・啓発を図る。

適時、出前講座の依頼
を受け、普及・啓発を図
る。

10月22日、１１月１２日、12
月８日の3回実施。各回20
～30人程度参加があった。

Ａ

出前講座を通して引
き続き、介護保険制
度の趣旨普及・啓発
を図る

高齢
介護
課

高齢者へ
の地域生
活の支援

推進項目 事業名 事業の目的・内容 実施計画 事業の実施状況 評価 課題・今後の方針
担当
課

ひとり親
家庭等へ
の支援

【評価】
Ａ…計画どおり達成できた（９０％以上）
Ｂ…概ね計画どおり実施できた（70～90％未満）
Ｃ…一定程度実施できた（50～70％未満）
Ｄ…実施が不十分であった（50％未満）
Ｅ…未実施
－…新型コロナウイルス等やむを得ない理由により実
　　　施できなかった事業、実施の必要性がなかった
　　　事業 42 ※事業名【新規】の事業は、第六次計画より計画に掲載を開始した事業



障がいの
ある人へ
の地域生
活の支援

障害者
相談支
援事業の
実施

障がい者や介護者、家
族等からの相談に応え
たり、サービスの利用援
助や権利擁護のための
必要な支援を行うことに
より、自立した生活の促
進を図る。

・障害者総合支援法に
基づく相談支援事業を
３事業所に委託して実
施し、適切な助言や支
援を行う。
・緊急時や困難事例等
について、基幹相談支
援センターと相談支援
事業所が連携して事業
を実施する。

障害者総合支援法に基づく
相談支援事業を3事業所に
委託し実施した。障がいのあ
る人が自立した日常生活ま
たは社会生活を営むことが
できるよう、障がい者等から
の電話相談、訪問相談等を
受け、福祉サービスを利用
するための情報提供や適切
な助言、支援を行った。
また、緊急時や困難事例等
については、基幹相談支援
センターと相談支援事業所
が連携して対応した。

Ａ

引き続き、基幹相談
支援センターと相談
支援事業所が連携し
て事業を実施する。

障が
い福
祉課

生活に困
難がある
方への支
援

生活困
窮者自
立支援
制度を活
用した支
援の推進
【新規】

生活困窮者自立支援制
度を活用により、生活困
窮者に対する包括的な
支援を通じ、男女それぞ
れの事情に応じた自立
の促進を図る。

・相談者に寄り添った相
談支援を実施する。
・相談者の主訴を丁寧
にくみ取り、必要な支援
につなげ自立を促す。

相談者に寄り添い、性別に
関係なく相談者の状況に応
じ必要な支援につなげ自立
の促進を図った。

Ａ

今後も相談者に寄り
添い、性別に関係なく
相談者の状況に応じ
必要な支援につなげ
自立の促進を図って
いく。

共生
福祉
課

４－２－②　互いの性と生命を尊重する意識づくり

リプロダ
クティブ・
ヘルス／
ライツに
関する情
報発信

様々な機会を活用して
啓発を行い、女性の人
権侵害についての意識
を高め、男女共同参画
社会の重要性を啓発す
る。

男女共同参画コーナー
や女性に対する暴力を
なくす運動パネル展等
において、性暴力等の
防止啓発のチラシを配
架する。

男女共同参画コーナー及び
１１月２７日（水）～１２月３日
（火）に開催した女性に対す
る暴力をなくす運動パネル
展において、性暴力防止啓
発カード及び啓発シールを
配架した。

Ａ

リプロダクティブ・ヘ
ルス/ライツの認知度
向上のため、様々な
手段や機械により、市
民に対して周知を図
る。

人権
推進
課

リプロダ
クティブ・
ヘルス／
ライツに
関する啓
発

女性が自らの性や健康
についての自己決定権
を持つことができるよ
う、普及・啓発活動を行
う。

３０代までの健康力アッ
プ健診（女性）の周知や
相談事業の中で、女性
の性や健康についての
自己決定権について啓
発する。また、健康増進
計画の推進と併せて、関
係部署と連携しながら
普及・啓発活動を行って
いく。

集団検診として年１５日間実
施、324人受診した。健診後
に個別指導を２日間実施し、
3名が参加した。健診を通じ
て啓発を行った。

Ａ

引き続き、女性特有の
疾患やライフスタイル
に合わせた指導を実
施し、受診しやすい事
業の実施に努める。

健康
づくり
課

健康教
育・性に
関する指
導の推進

各学校における保健体
育・理科・特別活動等の
学習指導を通して性に
関する指導の充実を図
り、性に関する正しい知
識を身につけ、男女が
互いに尊重しあう態度
を育成する。

保健体育・理科・特別活
動等の学習指導を通し
て性に関する指導を行
う。また、指導を充実さ
せていくために、市教委
は、研修会等の通知を
配布し、参加を促す。

保健体育・理科・特別活動等
の学習指導を通して性に関
する指導を行った。また、指
導を充実させていくために、
市教委では、研修会等の通
知を配布し、参加を促した。

Ａ

今後も発達段階に応
じた指導を継続して
いくとともに、各校の
取組や実践を共有し
ていく。

学校
教育
課

担当
課

事業の実施状況 評価 課題・今後の方針

リプロダク
ティブ・ヘ
ルス／ラ
イツの意
識啓発

推進項目 事業名 事業の目的・内容

事業の目的・内容

実施計画

実施計画 事業の実施状況 評価 課題・今後の方針
担当
課

推進項目 事業名

【評価】
Ａ…計画どおり達成できた（９０％以上）
Ｂ…概ね計画どおり実施できた（70～90％未満）
Ｃ…一定程度実施できた（50～70％未満）
Ｄ…実施が不十分であった（50％未満）
Ｅ…未実施
－…新型コロナウイルス等やむを得ない理由により実
　　　施できなかった事業、実施の必要性がなかった
　　　事業 43 ※事業名【新規】の事業は、第六次計画より計画に掲載を開始した事業



成人健
康講座・
健康相
談の実施
【新規】

健康増進教室への参加
費用を助成することによ
り、運動習慣の動機付
けを行う。また、希望者
には、生活習慣病予防
を目的とした健康相談
を実施する。

・生活習慣病の予防及
び健康づくりの支援を
目的に、運動について普
及啓発するため、健康
増進教室の助成を行
う。
・また、食習慣、運動習
慣の改善に向け希望者
を対象に成人相談を随
時実施する。

体育センターで実施される
健康の維持増進を図ること
を目的とした運動教室に「体
験型」として参加した5人に
助成金を助成。
また、糖尿病予防教室フォ
ローアップ事業として健康相
談を１０回実施、延べ95人が
参加した。他、希望者には生
活習慣病予防を目的とした
健康相談を随時、受け付け
ている。

Ａ

引き続き、女性特有の
疾患やライフスタイル
に合わせた指導を実
施し、相談しやすい事
業の実施に努める。

健康
づくり
課

乳がん・
子宮がん
検診等、
女性を対
象とした
検診の実
施と受診
勧奨

女性特有のがんなどに
ついて啓発を行うと共
に、積極的に検診の受
診勧奨することにより、
受診率の向上を図る。

・女性特有のがん等につ
いて、健康増進計画に
基づき、がん予防教育
や正しい知識の普及啓
発を行う。
・乳がん検診と子宮がん
検診の集団及び個別で
の実施について、がんの
早期発見の重要性と併
せて周知する。

集団検診として年１５日間実
施、個別検診として乳がん５
か月間、子宮がん３か月間
実施した。延べ受診者数は
2505人であった。
クーポン対象者及び１８歳か
ら３９歳までの対象者には、
個別勧奨を行い検診受診率
の向上を図った。
また、受診者には、がん検診
の有効性等についてのリー
フレットを配付し、正しい知
識の普及啓発を行った。

Ａ

引き続き、女性が受診
しやすよう配慮し、受
診率の向上を図る。ま
た、事業の際にはがん
検診の有効性等啓発
に努める。

健康
づくり
課

前立腺
がん検診
等、男性
を対象と
した検診
の実施と
受診勧
奨

男性が罹患しやすいが
んに関する啓発を行うと
共に、積極的に健診の
受診勧奨することによ
り、受診率の向上を図
る。

男性が罹患しやすいが
ん等について、健康増
進計画に基づき、がん予
防教育や正しい知識の
普及啓発を行う。前立
腺がん検診が特定健康
診査と同時に実施でき
ることを周知する。

個別検診として6か月間実
施。570人受診した。検診
後、受診者に前立腺がんの
疾患・検査・治療についての
リーフレットを配布。検診に
ついては特定健康診査の受
診券の同封物に情報を載せ
たり、広報、ホームページ、大
人の保健事業案内で特定健
康診査と同時実施できること
を周知している。

Ａ

引き続き、男性が罹患
しやすいがんの啓発
や検診の案内を広く
行い、受診率の向上
に努める。

健康
づくり
課

性差に応
じた特有
の疾病予
防と健康
づくりへの
支援

推進項目 事業名 事業の目的・内容 実施計画 事業の実施状況 評価 課題・今後の方針
担当
課

【評価】
Ａ…計画どおり達成できた（９０％以上）
Ｂ…概ね計画どおり実施できた（70～90％未満）
Ｃ…一定程度実施できた（50～70％未満）
Ｄ…実施が不十分であった（50％未満）
Ｅ…未実施
－…新型コロナウイルス等やむを得ない理由により実
　　　施できなかった事業、実施の必要性がなかった
　　　事業 44 ※事業名【新規】の事業は、第六次計画より計画に掲載を開始した事業



基本目標５　【男女共同参画の推進体制の強化】
５－１　計画の総合的な推進体制の充実
５－１－①庁内における男女共同参画の推進

女性職
員の管理
職への登
用

行政組織の中での男女
共同参画を推進するた
め、性別に関わりなく管
理職への登用が進むよ
うに推進する。

・管理職になる前段階の
研修を１日以上実施す
る。
・ロールモデルの設定を
行う。

外部副業人材である女性活
躍推進アドバイザーにより、
アンケート、インタビュー等を
実施し、現状の課題整理をし
たうえで女性管理職登用に
向けてのロードマップ作成を
行った。

Ｂ

これから管理職になる
職員が、管理職の魅
力と価値を正しく理解
することができるよ
う、管理職員を交えた
ディスカッションや座
談会等の機会を設け
る。

総務
課

性別にと
らわれな
い職員
配置の推
進

女性のみ男性のみと
いった、慣例的な職員配
置を見直し、個人の能
力・適性に応じた職員配
置を行う。また、職員の
採用にあたっても、性別
にとらわれない職員採
用を行う。

性別にとらわれることな
く、個人の能力や適性に
応じた職員配置を行う。

職員の能力や適性を踏まえ
た職員配置を行った。また、
職員採用試験に当たっても、
性別にとらわれない公平な
選考を行った。

Ａ

引き続き性別にとらわ
れることなく、職員の
能力や適性を踏まえ
た職員配置を行う。ま
た、職員の採用に当
たっても、人物重視の
公平な選考を継続す
る。

総務
課
関係
各課

女性職
員の研修
機会の拡
大

女性の研修機会を拡大
し、女性の人材育成を
行う。

研修参加者の半数が女
性職員となるよう研修機
会を付与する。

彩の国さいたま人づくり広域
連合主催研修の参加者119
名のうち女性職員は65名
（54.6％）、北足立北部共同
研修会主催研修の参加者
34名のうち女性職員は14
名（41.2％）、自主研修の参
加者400名のうち女性職員
は135名（33.8％）であっ
た。

Ｄ

管理職以上を対象と
した研修は男性職員
の比率が高くなる傾
向にある。今後も研修
受講者の決定に当
たっては、性別にかか
わらず平等に機会を
提供する。

総務
課
関係
各課

職員の能
力開発の
支援

女性が意思決定部門や
政策決定部門へ参画で
きるよう、特に政策形成
能力の養成に重点を置
いた各種研修に参加で
きるような体制作りを行
い、管理職としての能力
開発及び意識改革を図
る。

政策形成能力やキャリ
アデザインなどの研修を
１回以上実施する。

7月23日に「ファシリテー
ション研修」を実施し、4名の
女性管理職が研修に参加し
た。管理職に必要とされる
ファシリテーション能力や調
整力等の向上を図った。

Ａ

外部副業人材である
女性活躍推進アドバ
イザーとともに、管理
職の能力開発や、キャ
リア理解の促進に繋
がる研修を実施する。

総務
課
関係
各課

女性管
理職によ
る意見交
換会の開
催【新
規】

女性の管理職登用拡大
やキャリア形成等につい
て、その方策等を見出し
推進するため、女性管
理職による意見交換会
を開催する。

女性管理職による意見
交換会を１回以上開催
する。

女性管理職による意見交換
会を１回開催した。

Ａ
引き続き、女性管理
職意見交換会を開催
する。

人権
推進
課

女性の研
修機会の
拡大

事業名 事業の目的・内容
担当
課

実施計画

施策の立
案や決定
の過程に
おける男
女共同参
画の推進

推進項目 事業の実施状況 評価 課題・今後の方針

【評価】
Ａ…計画どおり達成できた（９０％以上）
Ｂ…概ね計画どおり実施できた（70～90％未満）
Ｃ…一定程度実施できた（50～70％未満）
Ｄ…実施が不十分であった（50％未満）
Ｅ…未実施
－…新型コロナウイルス等やむを得ない理由により実
　　　施できなかった事業、実施の必要性がなかった
　　　事業 45 ※事業名【新規】の事業は、第六次計画より計画に掲載を開始した事業



男性職
員の育児
休業・介
護休業の
取得促
進

男性の育児休業・介護
休業の取得促進のた
め、制度の周知を図る。

制度の周知のためガイ
ドブックを作成し、公表
する。

子どもが生まれた職員に対
し、子育て支援ガイドブック
を配布し、休暇制度等の周
知を図った。

Ａ

男性の育児休業や介
護休業の取得につい
てさらなる周知を図る
とともに、休暇を取得
しやすくなるよう雇用
環境を整備する。

総務
課

働きやす
い勤務
制度の導
入による
職場環
境の整備

子育て職員支援研修
や、男性のための育児
休業取得支援研修等を
実施し、子育て等をしな
がら活躍できる職場風
土を醸成する。

子育て職員支援研修
や、育児休業取得支援
研修などを実施する。

子育て中の職員に対しては、
仕事と育児の両立支援制度
を個別に案内する等、フォ
ローを行った。

Ｃ

全職員のワークライフ
バランスを推進すると
ともに、働きやすい勤
務制度の導入や、管
理職の労務管理を含
めたマネジメント力の
向上を図る。

総務
課

５－１－②庁内推進体制の充実

庁内推
進体制の
充実

男女共同参画の推進
は、総合行政という視点
から推進する必要があ
り、横断的な組織での調
整をすることで、全庁的
に取り組みを進める。

庁内の課長級職員で構
成する男女共同参画推
進委員会を1回以上開
催する。

庁内の課長級職員で構成す
る男女共同参画推進委員会
を１回開催し、男女共同参画
の推進に関する年次報告書
の作成に関する意見及び第
六次男女行動計画の実施計
画に係る意見を聴取した。

Ａ

引き続き、男女共同
参画推進委員会の開
催及び日常業務を通
じて、庁内で横断的な
調整を図る。

人権
推進
課

新規採用職員に対し、
男女共同参画に係る研
修を実施する。

令和6年度新規採用職員16
名に対し「男女共同参画・人
権研修」を実施した。

Ａ

引き続き新規採用職
員に対し「男女共同参
画・人権研修」を実施
し、男女共同参画につ
いての理解を深める。

総務
課

・男女共同参画職員研
修を１回以上開催する。
・新規採用職員を対象と
し、男女共同参画研修
を実施する。

・２月１４日（金）に男女共同
参画職員職員研修を開催し
た。講師は埼玉県男女共同
参画推進センターより派遣し
た。入庁５年以内の職員を対
象とし、１７名が研修を受講し
た。
・新規採用職員を対象とし、
男女共同参画に関する研修
を実施した。

Ａ
引き続き、男女共同
参画に関する職員研
修を実施する。

人権
推進
課

市職員が、男女共同参
画の視点を持って業務
にあたることができるよ

う研修を実施する。

事業の実施状況

職員の
ワーク・ラ
イフ・バラ
ンスの実
現

推進項目 事業名 事業の目的・内容
担当
課

実施計画

職員研
修の充実

庁内推進
体制の充

実

評価 課題・今後の方針

推進項目 事業名 事業の目的・内容 実施計画 事業の実施状況 評価 課題・今後の方針
担当
課

【評価】
Ａ…計画どおり達成できた（９０％以上）
Ｂ…概ね計画どおり実施できた（70～90％未満）
Ｃ…一定程度実施できた（50～70％未満）
Ｄ…実施が不十分であった（50％未満）
Ｅ…未実施
－…新型コロナウイルス等やむを得ない理由により実
　　　施できなかった事業、実施の必要性がなかった
　　　事業 46 ※事業名【新規】の事業は、第六次計画より計画に掲載を開始した事業



５－１－③計画の進行管理

男女共
同参画
審議会の
開催

計画の推進や市の男女
共同参画推進施策につ
いて、審議する。

男女共同参画審議会を
１回以上開催し、男女共
同参画推進施策につい
て審議する。

男女共同参画審議会を開催
し、男女共同参画の推進に
関する年次報告書の作成等
について、審議を行った。

Ａ

審議会を開催し、前
年度の事業報告及び
当年度の事業案等に
ついて審議を行う。

人権
推進
課

男女共
同参画の
推進に関
する年次
報告書の
作成・公
表

事業の進捗状況を公表
する。

第六次北本市男女行動
計画に係る事業の進捗
状況等を「男女共同参
画の推進に関する年次
報告書」としてとりまと
め、市ホームページで公
表する。

第六次北本市男女行動計画
に係る事業の進捗状況を
「男女共同参画の推進に関
する年次報告書」としてとり
まとめ、市ホームページで公
表した。

Ａ

引き続き、男女共同
参画審議会における
審議を経て市ホーム
ページで公開を行う。

人権
推進
課

５－１－④国・県・市民・団体・事業者等との協働

市民・市
内事業
者等への
男女共
同参画に
関する情
報提供

男女共同参画に関する
情報を提供する。

・男女共同参画コーナー
へ資料等の配架を行う。
・6月の男女共同参画推
進週間に行う、男女共
同参画推進パネル展を
開催し、男女共同参画
に関する情報提供をす
る。

・男女共同参画コーナーへ
資料及び国や県からの刊行
物等の配架を行った。
・６月の男女共同参画週間に
合わせ、６月１９日（水）～同
月２６日（水）に文化センター
エントランスホールにて、男
女共同参画推進パネル展を
開催し、約３５０～５５０名の
来場があった。

Ａ

市民に対する情報提
供をより効果的なも
のとするための方法
等を検討する。

人権
推進
課

国・県と
の連携

国・県との連携を深め
る。

・県主催のパープルリボ
ンタペストリーの制作に
参加する。
・内閣府が主催する女
性に対する暴力をなくす
運動に参加する。

・内閣府が提唱する女性に
対する暴力をなくす運動に
参加し、パープルリボン運
動、パープルライトアップ、パ
ネル展等を実施した。
・県作成のパープルリボンタ
ペストリー制作に参加し、12
月13日（金）～同月17日
（火）の期間に庁舎に掲示し
た。

Ａ

様々な機会を通じて、
国及び県との連携を
深め、推進体制を強
化する。

人権
推進
課

研修等へ
の講師派
遣

男女共同参画に関する
講師を派遣する。

職員研修に男女共同参
画に関する講師を派遣
する。

2月1４日（金）に開催した男
女共同参画職員研修に男女
共同参画推進センターの職
員を講師として派遣した。

Ａ

各団体に男女共同参
画に関する研修を促
すとともに、講師の派
遣が可能であることを
周知する。

人権
推進
課

男女共
同参画の
推進等に
取り組む
事業所
認証制
度の運
用・周知

（再掲）１－１－①

・男女共同参画の推進
に取り組む事業所を認
証する制度の周知を行
う。
・男女共同参画推進者
認証制度を利用する事
業所を１件増やす。

・男女共同参画推進者認証
制度について、ホームページ
で周知を行った。
・男女共同参画推進者認証
制度の登録が２件あった。

Ａ

男女共同参画推進者
認証制度について、さ
らなる周知を図り、認
証事業所を増やす。

人権
推進
課

多様な主
体との協
働による
男女共同
参画の推
進体制強
化

推進項目 事業名 事業の目的・内容

推進項目 事業名 事業の目的・内容

ＰDCAサ
イクルに
基づく計
画の進行
管理

担当
課

事業の実施状況 評価 課題・今後の方針

事業の実施状況 評価 課題・今後の方針実施計画

実施計画
担当
課

【評価】
Ａ…計画どおり達成できた（９０％以上）
Ｂ…概ね計画どおり実施できた（70～90％未満）
Ｃ…一定程度実施できた（50～70％未満）
Ｄ…実施が不十分であった（50％未満）
Ｅ…未実施
－…新型コロナウイルス等やむを得ない理由により実
　　　施できなかった事業、実施の必要性がなかった
　　　事業 47 ※事業名【新規】の事業は、第六次計画より計画に掲載を開始した事業



（３）数値目標

基本目標 指標
検証時
期

参照元 単位
目標値
（令和９
年度）

令和５年
度

令和６年
度

目標進
捗率

対現
状値

対前
年度

前年度に対する増減
とその要因

目標値に対する評価

担当
部署

固定的な性別役
割分担意識に同
感しない人の割
合を増やす

５年おき
市民意
識・実態
調査

％ 70 ― ― ― ― ― ―
人権
推進
課

.

北本市が「あら
ゆる分野で男女
が平等に参画し
ているまち」に
なっていると思う
人の割合を増や
す

５年おき
市民意
識・実態
調査

％ 65 ― ― ― ― ― ―
人権
推進
課

北本市パート
ナーシップ宣誓
制度を知ってい
る人の割合を増
やす

５年おき
市民意
識・実態
調査

％ 50 ― ― ― ― ― ―
人権
推進
課

ＬＧＢＴＱ（性的マ
イノリティ）の理
解の推進等に取
り組む事業所認
定制度の登録数
を増やす

毎年度 市実績 件 5 0 2 40 ↑ ↑
目標達成に向け、引き
続き周知を行ってい
く。

人権
推進
課

市の審議会等に
女性が登用され
ている割合を増
やす

毎年度 市実績 ％ 40 28.1 29 23.1 ↑ ↑
引き続き、担当課へ積
極的な女性の登用に
ついて依頼を行う。

人権
推進
課

女性が登用され
ていない審議会
等の数を減らす

毎年度 市実績 ― 0 7 8 0 → ↓

令和６年度に任用が
あった審議会で女性
の登用がなかった。引
き続き、担当課に女性
の登用について依頼
を行う。

人権
推進
課

家事・育児・介護
を行っている男
性・女性の比率
（女性を１００とし
た場合の男性の
比率）を１００に近
づける

毎年度
まちづく
り市民ア
ンケート

― 100 99.23 98.93 ― ― ↓

昨年度より微減となっ
ているが、引き続き、
高い水準を維持でき
るよう、男女共同参画
の重要性について周
知を行う。

人権
推進
課

自治会長に女性
が登用されてい
る割合を増やす

毎年度 市実績 ％ 10 2.7 6.3 49.3 ↑ ↑

地域で会長を選考す
る為、市が強制するこ
とはできないが、自治
会長ハンドブックに女
性役員の積極的登用
を掲載し、引き続き、
周知に努める。

くら
し安
全課

保育所（園）待機
児童数を減らす

毎年度 市実績 人 0 32 0 100 ↑ ↑

前年度比32人減
受入枠の拡大や小規
模保育施設の整備等
を推進し、待機児童を
解消した。

保育
課

8

―

2.7

5

基本目標１
男女共同
参画社会
の実現と
多様性の
尊重に向
けた意識
づくり

基本目標
２
男女がと
もに活躍
できる環
境づくり
【北本市女
性活躍推
進計画】

現状値
（基準年）

56.6

57.4

32.9

0

25.7

※目標進捗率の算出方法：
｛今年度の値－現状値（基準年）｝÷｛目標値－現状値（基準年）}×100 48



基本目標 指標
検証時
期

参照元 単位
目標値
（令和９
年度）

令和５年
度

令和６年
度

目標進
捗率

対現
状値

対前
年度

前年度に対する増減
とその要因

目標値に対する評価

担当
部署

配偶者等からの
暴力について相
談できる窓口の
認知度を増やす

５年おき
市民意
識・実態
調査

％ 50 ― ― ― ― ― ―
人権
推進
課

ＤＶ（配偶者等か
らの暴力）と考え
られる行為を受
けた際に窓口に
相談する人の割
合を増やす

５年おき
市民意
識・実態
調査

％ 50 ― ― ― ― ― ―
人権
推進
課

「女性に対する暴
力をなくす運動」
の参加事業所を
増やす

毎年度 市実績 件 8 5 6 50 ↑ ↑

地域包括支援セン
ター（社会福祉協議
会、西センター、東セ
ンター、きたもと寿苑）
より、協力を得ること
ができた。

人権
推進
課

北本市防災会議
における女性の
割合を増やす

毎年度 市実績 ％ 30 11.9 9.5 -13.3 ↓ ↓

関係団体はあて職で
の委嘱のため、参画
促進は難しいが、自主
防災会などの住民関
係の委員は、引き続き
周知に努める。

くら
し安
全課

女
性

28 40 ― ― ― ― ―

男
性

32 40 ― ― ― ― ―

女
性

22 40 ― ― ― ― ―

男
性

28 40 ― ― ― ― ―

北本市男女共同
参画推進条例の
認知度を増やす

５年おき
市民意
識・実態
調査

％ 20 ― ― ― ― ― ―
人権
推進
課

市の男性職員の
育児休業取得率
を上げる

毎年度 市実績 ％ 30 70 73 3171 ↑ ↑

子育て支援ハンドブッ
ク等を活用し男性の
育児休業について周
知を図ったことで、取
得率が上昇した。

総務
課

管理的地位にあ
る市職員におけ
る女性の割合を
増やす

毎年度 市実績 ％ 40 22.7 22.2 11.9 ↑ ↓

前年度と比べやや低
下したが、令和６年度
に女性管理職登用に
向けてのロードマップ
を作成したため、令和
７年度は計画に沿って
職員の意識改革や研
修を実施する。

総務
課

人権
推進
課

―

4.5

28.6

19.8

33.7

35.1

4

11.9

現状値
（基準年）

基本目標
３
あらゆる
暴力の根
絶
【北本市配
偶者等か
らの暴力
の防止及
び被害者
支援計画】

人権
推進
課

￣
地域活動に参加
した割合の人を

増やす
５年おき

市民意
識・実態
調査

％

基本目標
５
男女共同
参画の推
進体制の
強化

基本目標
４
安心・安全
に暮らせ
る環境づく
り

％
市民意
識・実態
調査

５年おき

女性の性と生殖
に関して生涯を
通じた健康が保
障されていると
回答した人の割
合を増やす

※目標進捗率の算出方法：
｛今年度の値－現状値（基準年）｝÷｛目標値－現状値（基準年）}×100 49
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北本市男女共同参画推進条例 

 平成１８年７月１日施行 

条例第１号 

 

個人の尊重と法の下の平等は、日本国憲法

にうたわれており、国内においては、男女平等

の実現に向けた取組が、女子に対するあらゆ

る形態の差別の撤廃に関する条約の採択など

国際社会における取組と連動して、積極的に進

められてきた。 

しかしながら、性別による固定的な役割分担

意識等に基づく社会の制度や慣行は依然とし

て根強く、配偶者等からの暴力が社会問題化

するなど、真の男女平等の達成には多くの課題

が残されている。 

本市においては、北本市男女行動計画を策

定し、男女共同参画を推進してきた。 

一方、少子・高齢化、核家族化、情報化、国

際化など多様な変化は、更に進んでいる。 

こうした現状を踏まえ、私たちのまち「北本」

が、将来にわたって発展していくためには、男

女が互いの人権を尊重しつつ、性別にかかわ

りなく市民一人ひとりがその個性と能力を十分

に発揮し、家庭、職場、学校、地域など社会の

あらゆる分野に対等に参画できる男女共同参

画社会の実現が重要である。 

ここに、私たちは、男女共同参画社会の実現

に向けて、基本理念を明らかにし、市、市民及

び事業者が協働して、一人ひとりが輝きまちが

輝く北本を築くため、この条例を制定する。 

(目的) 

第１条 この条例は、男女共同参画の推進に関

し、基本理念を定め、市、市民、事業者、教

育に携わる者及び地域活動に携わる者の責

務を明らかにするとともに、男女共同参画の

推進に関する施策の基本的事項を定めるこ

とにより、男女共同参画に関する取組を総合

的かつ計画的に推進し、もって一人ひとりが

輝きまちが輝く北本の実現に寄与することを 

目的とする。 

(定義) 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる

用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

(1) 男女共同参画 男女が、社会の対等な

構成員として、自らの意思によって社会の

あらゆる分野における活動に参画する機

会が確保され、もって男女が均等に政治

的、経済的、社会的及び文化的利益を享

受することができ、かつ、共に責任を担うこ

とをいう。 

(2) ドメスティック・バイオレンス 配偶者、

恋人その他の親密な関係にある者又はあ

った者からの身体的、精神的又は経済的

な暴力をいう。 

(3) セクシュアル・ハラスメント 性的な言動

により相手方の生活環境を害し、又は性的

な言動に対する相手方の対応によって不

利益を与えることをいう。 

(4) 積極的格差是正措置 第 1号に規定す

る機会に係る男女間の格差を是正するた

め必要な範囲内において、男女のいずれ

か一方に対し、当該機会を積極的に提供

することをいう。 

(基本理念) 

第３条 男女共同参画は、次に掲げる基本理念

にのっとり推進されなければならない。 

(1) 男女の個人としての尊厳が重んぜられ

ること、男女が直接的であるか間接的であ

るかを問わず性別による差別的取扱いを

受けないこと、男女が個人として能力を発

揮する機会が確保されることその他の男

女の人権が尊重されること。 

(2) 性別による固定的な役割分担意識に基

づく社会における制度又は慣行が、男女の

社会における活動の自由な選択に対して
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影響を及ぼすことのないよう配慮されるこ

と。 

(3) 市における政策又は民間の団体におけ

る方針の立案及び決定に、男女が共同し

て参画する機会が確保されること。 

(4) 家族を構成する男女が、相互の協力と

社会の支援の下に、子育て、家族の介護そ

の他の家庭生活における活動及び職業生

活その他の社会生活における活動に対等

に参画することができるようにすること。 

(5) 男女共同参画の推進に向けた取組が

国際社会における取組と密接な関係を有

していることにかんがみ、国際的な協調の

下に行われること。 

(6) ドメスティック・バイオレンスその他の性

別に起因する暴力及びセクシュアル・ハラ

スメントが根絶されること。 

(7) 妊娠、出産その他の性と生殖に関する

事項に関し、男女が互いの性を理解し合う

こと、自らの意思が尊重されること及び生

涯にわたり健康な生活を営むことができる

こと。 

(市の責務) 

第４条 市は、前条に定める基本理念(以下「基

本理念」という。)にのっとり、男女共同参画

の推進に関する施策(積極的格差是正措置

を含む。以下同じ。)を総合的に策定し、及び

実施するものとする。 

２ 市は、自らが率先し、男女共同参画を推進

するものとする。 

(市民の責務) 

第５条 市民は、基本理念にのっとり、家庭、職

場、学校、地域その他の社会のあらゆる分

野(以下「あらゆる分野」という。)において、

男女共同参画についての理解を深め、積極

的に男女共同参画を推進するとともに、市が

実施する男女共同参画の推進に関する施策

に協力するよう努めなければならない。 

(事業者の責務) 

第６条 事業者は、基本理念にのっとり、その

事業活動を行うに当たっては、男女が共同し

て参画することができる体制の整備に取り

組むとともに、市が実施する男女共同参画

の推進に関する施策に協力するよう努めな

ければならない。 

(教育に携わる者の責務) 

第７条 学校教育、社会教育等の教育に携わる

者は、男女共同参画の推進における教育の

重要性を考慮し、基本理念に配慮した教育

を行うよう努めなければならない。 

(地域活動に携わる者の責務) 

第８条 自治会活動、コミュニティ活動その他

の地域活動に携わる者は、基本理念にのっ

とり、男女共同参画の視点に配慮し、活動を

行うよう努めなければならない。 

(性別による権利侵害の禁止) 

第９条 何人も、いかなる場においても、性別

による差別的取扱いを行ってはならない。 

２ 何人も、いかなる場においても、ドメスティ

ック・バイオレンスその他の性別に起因する

暴力行為を行ってはならない。 

３ 何人も、いかなる場においても、セクシュア

ル・ハラスメントを行ってはならない。 

(公衆に表示する情報に関する留意) 

第１０条 何人も、広報、広告その他の公衆に

表示する情報において、性別による固定的

な役割分担若しくは男女間の暴力等を助長

し、若しくは連想させる表現又は過度の性的

な表現を行わないよう努めなければならな

い。 

２ 何人も、提供される情報が男女共同参画の

推進を妨げるおそれがあるか否かを自主的

かつ適切に判断することができるよう努めな

ければならない。 

(基本計画) 

第１１条 市長は、男女共同参画の推進に関す

る施策を総合的かつ計画的に推進するため、

男女共同参画の推進に関する基本的な計画
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(以下「基本計画」という。)を策定するものと

する。 

２ 基本計画は、次に掲げる事項について定め

るものとする。 

(1) 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同

参画の推進に関する施策の大綱 

(2) 前号に掲げるもののほか、男女共同参

画の推進に関する施策を総合的かつ計画

的に推進するために必要な事項 

３ 市長は、基本計画を策定するに当たっては、

市民の意見を聴くとともに、北本市男女共同

参画審議会の意見を聴かなければならない。 

４ 市長は、基本計画を策定したときは、速や

かにこれを公表しなければならない。 

５ 前２項の規定は、基本計画の変更について

準用する。 

(推進体制の整備) 

第１２条 市は、男女共同参画に関する施策を

総合的かつ計画的に推進するために必要な

体制を整備するものとする。 

(拠点施設) 

第１３条 市は、男女共同参画の推進に関する

施策を実施し、市民及び事業者による男女

共同参画の推進に関する取組を支援するた

めの拠点施設の設置に努めるものとする。 

(積極的格差是正措置) 

第１４条 市は、あらゆる分野における活動にお

いて、男女間に参画する機会の格差が生じ

ている場合は、市民及び事業者と協力し、積

極的格差是正措置が講ぜられるよう努める

ものとする。 

２ 市は、市の政策の立案及び決定の過程にお

いて、男女の職員が共同して参画する機会

の格差が生じている場合は、積極的格差是

正措置を講ずるよう努めるものとする。 

３ 市長その他の執行機関は、審議会等の委

員を委嘱し、又は任命するに当たっては、積

極的格差是正措置を講ずることにより、男女

の均衡を図るよう努めるものとする。 

(市民及び事業者との協働) 

第１５条 市は、市民及び事業者と協働し、男女

共同参画を推進するため、必要な措置を講

ずるものとする。 

 

(広報活動等) 

第１６条 市は、男女共同参画の推進に関し、

市民及び事業者の理解を深めるため、広報

活動、学習機会の提供その他必要な措置を

講ずるものとする。 

(表彰) 

第１７条 市は、男女共同参画の推進に関する

取組を普及させるため、当該取組を積極的

に行っている市民及び事業者の表彰を行う

ことができる。 

(家庭生活及び職業生活の両立支援) 

第１８条 市は、男女が共に家庭生活及び職業

生活を両立することができるよう、必要な支

援を行うとともに、子育て、家族の介護等の

ための環境整備に努めるものとする。 

(調査研究) 

第１９条 市は、男女共同参画の推進に関して

必要な事項について、調査研究を行うものと

する。 

(年次報告) 

第２０条 市長は、男女共同参画の推進に関し

て講じた施策に関する報告書を作成し、毎

年、これを公表するものとする。 

２ 市長は、前項に規定する報告書について、

速やかに北本市男女共同参画審議会の意

見を聴くものとする。 

(北本市男女共同参画審議会) 

第２１条 北本市男女共同参画審議会は、市長

の諮問に応じ、男女共同参画の推進に関す

る事項について調査審議する。 

(苦情の処理等) 

第２２条 市長は、男女共同参画の推進に関す

る施策又は男女共同参画の推進に影響を及

ぼすと認められる施策に関し、市民又は事
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業者から苦情の申出を受けたときは、必要

な措置を講ずるよう努めなければならない。 

２ 市長は、性別による差別的取扱いその他の

男女共同参画の推進を阻害する人権の侵

害に関し、市民又は事業者から相談の申出

を受けたときは、関係機関と連携し、必要な

措置を講ずるよう努めなければならない。 

３ 市長は、第１項の申出に対応する場合にお

いて、必要と認めるときは、北本市男女共同

参画審議会の意見を聴くものとする。 

(委任) 

第２３条 この条例の施行に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

 

附 則 

(施行期日) 

1 この条例は、平成 18 年７月１日から施行す

る。 

(経過措置) 

２ この条例の施行の際現に策定されている第

二次北本市男女行動計画は、第 11条第１項

の規定により策定された基本計画とみなす。 

(北本市執行機関の附属機関に関する条例の一

部改正) 

３ 北本市執行機関の附属機関に関する条例

(昭和 56 年条例第 26 号)の一部を次のよ

うに改正する。 

 別表第１市長の附属機関北本市男女共同

参画審議会の項中「男女行動計画策定に関

する事項及び」を削る。 
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わたしたちは 

互いに人権を尊重し、責任を担い 

性別にとらわれることなく 

世代を超えて 

多様な生き方を認め合い 

家庭 学校 地域 職場で 

自分らしく輝き 

心豊かにいきいきと 

暮らせるまち 北本市を築くため 

ここに｢男女共同参画都市｣を宣言します 

 

 

平成 18年 11月 19日 

北本市 

 


